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は じ め に 

 
日本の運輸部門における二酸化炭素排出量のうち、自動車分野からの排出量

は約 86％を占めております。我が国では、2050 年のカーボンニュートラル実現

に向け、自動車の電動化に関する政府目標を設定し、取組みを進めているところ

です。また、国連の自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）では、人口知能（AI）
の急速な発展及び自動車向けの AI 技術の展開等を考慮し、AI が議論に取り上げ

られているところです。 
 
このような動向を踏まえ、交通安全環境研究所においては、電気自動車におけ

るバッテリ火災を抑制し安全性を確保するための研究や、AI を用いた安全対策

についての研究を行っています。 
 
これらの当研究所の取組みについて、多くの皆様にご理解いただくため、令和

８年度は「最新自動車技術と社会実装～バッテリ評価と AI 活用～」をテーマに

講演会を開催いたします。EV バッテリを対象とした安全診断技術の環境性能評

価への拡張、バッテリ HILS による電動車両の評価と国際動向、AI を用いた事業

用自動車ドライバ向けの居眠り予測システムの開発に向けた基礎的調査、AI に

関する WP.29 での議論動向について、ご紹介させていただきます。 
 
また、外部の有識者による招待講演として、一般財団法人電気安全環境研究所

技師長の本多啓三様から「定置用蓄電システムの現状と車載電池の安全な二次

利用に向けた取り組み」について、公益財団法人大原記念労働科学研究所主管研

究員の酒井一博様から「事業用自動車の事故実態と今後の課題～事業用自動車

事故調査員会の活動を振り返って～」について、それぞれご講演いただきます。 
 
ご参加いただく皆様から忌憚のないご意見をいただくことにより、交通安全

環境研究所の活動をさらに充実・発展させ、社会的な期待と信頼に応えていく所

存でございます。 
 
今後とも、皆様の交通安全環境研究所へのご理解、ご支援を賜りますようお願

い申し上げます。 
 

 

令和８年６月 

独立行政法人自動車技術総合機構 

交通安全環境研究所長 松田 敦 



 

 

は じ め に 

 
日本の運輸部門における二酸化炭素排出量のうち、自動車分野からの排出量

は約 86％を占めております。我が国では、2050 年のカーボンニュートラル実現

に向け、自動車の電動化に関する政府目標を設定し、取組みを進めているところ

です。また、国連の自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）では、人口知能（AI）
の急速な発展及び自動車向けの AI 技術の展開等を考慮し、AI が議論に取り上げ

られているところです。 
 
このような動向を踏まえ、交通安全環境研究所においては、電気自動車におけ

るバッテリ火災を抑制し安全性を確保するための研究や、AI を用いた安全対策

についての研究を行っています。 
 
これらの当研究所の取組みについて、多くの皆様にご理解いただくため、令和

８年度は「最新自動車技術と社会実装～バッテリ評価と AI 活用～」をテーマに

講演会を開催いたします。EV バッテリを対象とした安全診断技術の環境性能評

価への拡張、バッテリ HILS による電動車両の評価と国際動向、AI を用いた事業

用自動車ドライバ向けの居眠り予測システムの開発に向けた基礎的調査、AI に

関する WP.29 での議論動向について、ご紹介させていただきます。 
 
また、外部の有識者による招待講演として、一般財団法人電気安全環境研究所

技師長の本多啓三様から「定置用蓄電システムの現状と車載電池の安全な二次

利用に向けた取り組み」について、公益財団法人大原記念労働科学研究所主管研

究員の酒井一博様から「事業用自動車の事故実態と今後の課題～事業用自動車

事故調査員会の活動を振り返って～」について、それぞれご講演いただきます。 
 
ご参加いただく皆様から忌憚のないご意見をいただくことにより、交通安全

環境研究所の活動をさらに充実・発展させ、社会的な期待と信頼に応えていく所

存でございます。 
 
今後とも、皆様の交通安全環境研究所へのご理解、ご支援を賜りますようお願

い申し上げます。 
 

 

令和８年６月 

独立行政法人自動車技術総合機構 

交通安全環境研究所長 松田 敦 



令和8年度 交通安全環境研究所講演会
最新自動車技術と社会実装 ～バッテリ評価とAI活用～

※講演内容・講演者は変更になる場合がございます。予めご了承ください。プログラム

理事　河合 英直

交通安全環境研究所長　松田 敦

一般財団法人 電気安全環境研究所　技師長　本多 啓三 氏
定置用蓄電システムの現状と車載電池の安全な二次利用に向けた取り組み

環境研究部長　新国 哲也
最新自動車技術と社会実装 ～バッテリ評価とAI活用～

13：30～13：35

13：35～13：40

事務局連絡

開会の挨拶

13：40～13：50

招待講演113：50～14：30

講演114：30～14：55

講演2

環境研究部　主席研究員　小鹿 健一郎
EV バッテリを対象とした安全診断技術の環境性能評価への拡張

環境研究部　主席研究員　奥井 伸宜
バッテリHILS による電動車両の評価と国際動向14：55～15：20

休憩15：20～15：50

招待講演215：50～16：30

講演3

公益財団法人 大原記念労働科学研究所　主管研究員　酒井 一博 氏
事業用自動車の事故実態と今後の課題～事業用自動車事故調査委員会の活動を振り返って～

16：30～16：55

講演4

環境研究部　上席研究員　田中 信壽 
ＡI を用いた事業用自動車ドライバ向け居眠り予測システムの開発に向けた基礎的調査

環境研究部　研究員　尾﨑 信利 
AI に関する国連WP.29 での議論の動向

17：20～17：25

16：55～17：20

閉会の挨拶

お願い ● ビデオ・写真・レコーダー等による撮影および録音はご遠慮ください。
● ご視聴の際にはアンケートへのご協力をお願いいたします。
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最新自動車技術と社会実装 
～バッテリ評価（テーマ 1）と 

AI 活用（テーマ 2）～
環境研究部長

新国 哲也
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最新自動車技術と社会実装

～バッテリ評価（テーマ1）とAI活用（テーマ2）～

令和8年6月10日

自動車技術総合機構 交通安全環境研究所

環境研究部

新国 哲也

１．はじめに

•交通研のミッション
「国土交通省が行う自動車等の基準策定にかかる研究の中核をなし、

自動車基準の国際調和に対する技術的な支援等を行う。」

→社会情勢から
「2050年に自動車のライフサイクルを通じたCO2ゼロを目指す」

「自動車等の陸上交通にかかる国民の安全・安心の確保」

といったニーズが背景にある
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２．本講演会のねらい

•狙い：

交通研のミッションとして、車両評価方法に係る研究に特化してきた

→広い視点から自らの役割や可能性を俯瞰的に眺めてみる

第１部 テーマ＜バッテリ評価＞

バッテリを中心とした電動車評価の最新動向

→車両の脱炭素化に不可欠なバッテリについて、車両としての使用のみならず二次利用
更には循環的な利用などの社会的な実装につながる評価法を提案できないか？

第２部 テーマ＜AI活用＞
運送車両の事故事例とAI技術を活用した方策
→AIの活用で、車両だけではなく運送車両の運用面において安全性を確保できないか？

第１部 バッテリ評価

バッテリを中心とした電動車評価の最新動向
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その他
1億4,169万トン
《１４．６％》

産業部門
3億3,415万トン
《３４．４％》

運輸部門
（自動車・船舶等）
1億8,719万トン
《１９．３％》

家庭部門
1億4,624万トン
《１５．１％》

総排出量9億7,148万トン

各部門におけるCO2排出量

（出典）国土交通省ホームページ

運輸部門におけるCO2排出量の内訳

業務その他部門
1億6,222万トン
《１６．７％》

バス374万トン《1.7%》

乗用自動車
8,371万トン
《44.9%》

営業用貨物車
3,970万トン《21.6%》

自家用貨物車
3,097万トン《16.4%》

タクシー126万トン《0.7%》

航空1030万トン《5.1%》
内航海運955万トン《5.3%》
鉄道717万トン《3.8%》

二輪車77万トン《0.4%》

自動車全体で
運輸部門の85.7％
（日本全体の16.5％）

第１部 テーマ＜バッテリ評価＞
自動車の二酸化炭素排出量状況（令和６年度）

出典:André Rijnders, “UNECE ITC activities to Net zero greenhouse gas emissions for inland transport
The role of vehicle regulations to support the fight against climate change”
自動車CN技術の国際基準に関する国際シンポジウム2024 ～環境にやさしい継続可能な車社会に向けて～
JASIC自動車イノベーション技術基準化研究所カーボンニュートラルセンター

第１部 テーマ＜バッテリ評価＞
国連の脱炭素ストラテジーとA-LCAの関係
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材料・パーツ製造

車両製造

使用

廃棄

Automotive-LCAの範囲 バッテリのリユース
バ
ッ
テ
リ
の
リ
サ
イ
ク
ル

リユースのカギは、
ババッッテテリリ安安全全性性の確保
ババッッテテリリ性性能能の把握

バッテリのリユースが可能であれば、
A-LCAにも考慮できる

第１部 テーマ＜バッテリ評価＞
国連でのA-LCAの論議

バッテリを中心とした電動車評価の最新動向

→車両の脱炭素化に不可欠なバッテリについて、車両としての使用のみならず二次利用
更には循環的な利用などの社会的な実装につながる評価法を提案できないか？

第１部 テーマ＜バッテリ評価＞
バッテリにフォーカスし、二次利用を考慮した持続可能性向上

 「定置用蓄電システムの現状と車載電池の安全な二次利用に向けた取り組み」
一般財団法人電気安全環境研究所 技師長 本多 啓三 様

 「EVバッテリを対象とした安全診断技術の環境性能評価への拡張」
環境研究部 小鹿 健一郎 研究員

 「バッテリHILSによる電動車両の評価と国際動向」
環境研究部 奥井 伸宜 研究員
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第２部 AI活用

運送車両の事故事例とAIを活用した方策

国土交通省：令和7年度 第１回 「事業用自動車に係る総合的安全対策検討委員会」（2026.1.28）資料１
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001979543.pdf

第２部 テーマ＜AI活用＞
事業用自動車の事故の状況

令和6年中に発生した交通事故
全体の件数（人身事故件数）は
290,895件、
そのうち事業用自動車の交通事故
件数は22,623件

令和2年以降は減少がストップ
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国土交通省物流・自動車局では、
事事業業用用自自動動車車のの重重大大事事故故ににつついいてて事事故故要要因因のの調調査査分分析析を行っている。

事事業業用用自自動動車車事事故故調調査査委委員員会会では、
発生した重大事故の調査を特特別別重重要要調調査査（社会的影響が大きく、事故調査委員会による特
別な調査、要因分析及び再発防止策の提言が必要なもの）及び重重要要調調査査（特別重要調査対
象事故以外の事故であって、事故調査委員会による要因分析及び再発防止策の提言が必
要なもの）に分け分析し、結果を報告している。

事業用自動車事故調査委員会設置後5年間で、最も多く調査対象と
された事故が過労運転による居眠り事故であった（11件）。

第２部 テーマ＜AI活用＞
事業用自動車の事故事例

眠気（カロリンスカ眠気尺度）の時間変化例

ママイイククロロ
ススリリーーププ発発生生

意意識識のの欠欠落落かからら減減速速ななしし
のの衝衝突突がが起起ここりり、、重重大大化化

事事業業用用自自動動車車ののドドラライイババをを対対象象ととすするるAAIIをを用用いいたた
ママイイククロロススリリーーププ注注意意喚喚起起シシスステテムムのの開開発発

運転中に発生するマイクロスリープは、
注意と覚醒が一時的に断絶される状
態であり、車線逸脱や追突など深刻
な事故に直結する。

相相手手のの眠眠気気ををAAIIをを用用いいてて検検知知しし、、適適切切
なな業業務務中中ののタタイイミミンンググでで注注意意喚喚起起すするる
対対話話型型シシスステテムムのの開開発発をを目目指指すす。。

被験者実験の結果：
眠気の数値化にトライする

アプリへの落とし込み

第２部 テーマ＜AI活用＞
AI技術による眠気の検知
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運送車両の事故事例とAIを活用した方策
→特にAIの活用で、車両だけではなく運送車両の運用面において安全性を確保でき
ないか？

第２部 テーマ＜AI活用＞
AI技術による運送車両の事故低減への可能性

 「事業用自動車の事故実態と今後の課題～事業用自動車事故調査委員会の活動を振り
返って～」

公益財団法人 大原記念労働科学研究所 主管研究員 酒井 一博 様

 「AIを用いた事業用自動車ドライバ向け居眠り予測システムの開発に向けた基礎的調査」
環境研究部 田中 信壽 研究員

 「AIに関する国連WP.２９での議論の動向」
環境研究部 尾崎 信利 研究員
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定置用蓄電システムの現状と車載電池の 
安全な二次利用に向けた取り組み

一般財団法人 電気安全環境研究所 技師長
本多 啓三 氏

招待講演 1
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一般財団法人 電気安全環境研究所
本多 啓三

2026年6月10日

定置用蓄電システムの現状と車載電池の
安全な二次利用に向けた取り組み

令和8年度交通安全環境研究所講演会

JETは、1963年、国の試験業務を引き継ぎ、電気用品取締法（現在の電気用品安全法）に
基づく指定試験機関として設立され、2001年からは登録検査機関として、電気製品、医療機
器等に関する安全性の確保、信頼性の向上に取り組んでいます。

2Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

電気安全環境研究所（JET）について

はじめに

https://www.jet.or.jp/
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CONTENTS

１．日本を取り巻くエネルギー情勢の変化と対応

２．最近の蓄電池火災と耐類焼性能の重要性

３．定置用蓄電池に求められる耐類焼性能と試験

４．電池劣化による安全性低下とその見える化技術

５．安全な二次利用に向けた取り組み

4Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218001/20250218001.html

2025年2月18日

第7次エネルギー基本計画により再エネが主力電源へ

令和3年10月に第6次エネルギー基本計画を策定して以降、我が国を取り巻くエネルギー情勢は大きく変化しました。こうした
状況の変化も踏まえつつ、政府が新たに策定した 2040年度温室効果ガス73％削減目標と整合的な形で、「エネルギー基本
計画」を策定しています。本日、同時に閣議決定された「GX2040ビジョン」、「地球温暖化対策計画」と一体的に、エネルギー
安定供給、経済成長、脱炭素の同時実現に取り組んでいきます。
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https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218001/20250218001.html

第7次エネルギー基本計画により再エネが主力電源へ

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218001/20250218001-2.pdf

蓄電池産業戦略 2022年８月31日蓄電池産業戦略検討官民協議会
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/conference/battery_strategy/battery_saisyu_torimatome.pdf

6Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

経産省 蓄電池産業戦略より

PV併設 大型蓄電システム
大型蓄電所
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蓄電池産業戦略 2022年８月31日蓄電池産業戦略検討官民協議会
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/joho/conference/battery_strategy/battery_saisyu_torimatome.pdf

7Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

経産省 蓄電池産業戦略より

8Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

蓄電池を電力系統へ接続する際には、JIS C 8715-2への適合が要件化
経済産業省商務情報政策局電池産業課 第6回蓄電池産業戦略推進会議 資料３（2026-3-5）
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IEC 62133-2:2017

Portable 
applications用
リチウム二次電池
の安全性

JIS C 8712:2015

ポータブル機器用
二次電池（密閉型
小型二次電池）の
安全性

産業用

IEC 62619:2022

Industrial 
applications用
リチウム二次電池
の安全性

JIS C 8715-2:2024

産業用リチウム二次
電池の安全性

大型小型

JIS F 8102:2015

船用電気設備−
リチウム二次電池を
用いた蓄電池設備

車載用

IEC 62660-3:2022

Electric road 
vehicles用リチウム
二次電池の安全性

JIS D 5305-1 
: 2007
電気自動車−安全に
関する仕様−電気自
動車−安全に関する
仕様−主電池

Ｉ
Ｅ
Ｃ
規
格

Ｊ
Ｉ
Ｓ
規
格

リチウム二次電池関係の安全性規格マップ（抜粋）

セル容量:～5Ah セル容量:～300Ah超

定置用蓄電
システムに適用

9Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

本日お話する定置用のリチウム二次電池 安全性規格の位置づけ

国
際
電
気
標
準

日
本
産
業
規
格

公開情報をもとにJETにて作成

民生用小型セル
1～5Ah程度

写真サイズは参考イメージ 大型セル
20～100Ah程度

超大型セル
300Ah超

300Ahセルの
製品例

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved 10

民生機器用小型セルと定置用大型セルの実際

リチウム二次電池は定置用への展開により、セル容量が大幅に増大し安全性問題がクローズアップ

セルの一辺を2倍化すれば容積は8倍（→容量→発熱量）、しかし表面積（→放熱量）は4倍で発熱量が大幅に勝る

WEB公開情報をもとに
JETにて作成
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リチウム二次電池搭載の定置用蓄電システム

家庭用から蓄電所用途まで蓄電システムの規模は数kWh～1GWhと広範囲

WEB公開情報をもとにJETにて作成

蓄電所

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved 11

日本の電力システムにおいて、負荷平準化を究極まで推し進
め、再エネを極限まで増強するためには、蓄電システムを使い
尽くす必要がある
よって系統連系など、電力インフラに連なる蓄電システムは、
他の電力コンポーネント並みの安全性の確保が必要となる

従来の電池関連業界や電力業界の範囲を超えた知見を集
めて、日本が得意とする技術を結集して安全性に関する国
際規格を日本が主導的に提案。日本メーカーがいち早くこれ
らの安全性規格をクリアした製品を世界に送り出し、蓄電池
の普及に寄与するルーティーンを形成する

電池の安全性に関する国際標準化推進の主旨

12Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved



― 19 ―

「リチウム二次電池を搭載した
大型蓄電システムの安全性」

－新品の安全性と運用中の安全性－

13Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

市場出荷時の電池の安全性能の
うち、大型蓄電システムにおいては、
安全性指標として組電池の耐類焼
性能が注目されている。
耐類焼性能を正しく評価できる
Propagation test（類焼試験
法）の重要性が高まっている。

⾧期に運用される電池では、初期の安全性
評価だけでは安全性は担保されない。運用
中の電池の安全性を担保する施策が必要
である。
残存性能評価技術を応用した安全性評価
診断機能を搭載した蓄電システムを普及さ
せることで、運用中の安全性が確保される。

経産省委託事業（2015～2017年度）
「大型蓄電池システムの安全性に関する国際
標準化」において「レーザ照射法による類焼
試験」を開発、国際規格（IEC）を提案。

経産省委託事業（2018～2020年度）
「大型蓄電システムの運用期間中の安全性
に関する国際標準化」につき国際規格を提案
し、リユース電池認証を立ち上げ。

リチウム二次電池の安全性に関する2つの観点

2021年年度度
以以降降

2020年年度度2019年年度度2018年年度度2017年年度度2016年年度度2015年年度度

審議中規格
の認証スケ
ジュール
(IEC62619)

本プロジェク
トによる活動

蓄電池関連
ＮＥＤＯ

プロジェクト
～2015

次期

プロジェクト
に向けた
活動

グロｰバル
対応

△ △
認証開始 CBスキーム

△ △
CDV FDIS

経産省国家プロジェクト１ 経産省国家プロジェクト２

大型蓄電システムの
安全性標準の新提案検討

△

規格
提案

耐耐類類焼焼性性試試験験手手法法のの確確立立①

△

規格
提案

大型蓄電システムの
安全性標準の提案と審議

△
発行

耐耐類類焼焼性性試試験験手手法法
規規格格のの審審議議

耐耐類類焼焼性性試試験験手手法法
規規格格にによよるる認認証証

発行後
認証
事業化

国国
際際
的的
認認
証証
基基
盤盤
のの
整整
備備

普普及及期期にに向向けけたた劣劣化化
診診断断のの標標準準化化開開発発

提案後
審議 △

発行

IECEE CBスキームによる 海外認証機関との CBレポートによる
認証体制整備 MOU締結推進 蓄電池ビジネス支援

②

大型蓄電システム 安全性標準と性能評価技術開発/標準化活動（案）

蓄電池戦略 －低炭素社会と産業振興の実現に向けて－

△

規格
提案

14Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

2014年作成
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近年、韓国にて頻発する蓄電システム火災の事例

15Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

Geochang （居昌）PVプラントの蓄電システム火災（2018.11.22）
http://imnews.imbc.com//replay/2018/nw930/article/4962433_22649.html

http://news.chosun.com/site/data/html_dir/2018/09/07/2018090702722.html
https://www.youtube.com/watch?v=noMG-AvnDoM

Yongin（龍仁）変電所（FR）の蓄電システム火災（2018.10.18）

Jecheon（堤川）セメント工場 の蓄電システム火（2018.12.17）
https://www.hankookilbo.com/News/Read/201812171790073055
http://www.gnetimes.co.kr/news/articleView.html?idxno=51408
https://www.sedaily.com/NewsView/1S8I2HEN4V/GK01
https://www.dailymotion.com/video/x6z5ag0

耐類焼性能（一つのセルが熱暴走した際に周辺セルを類焼させない機能）への認識が不十分

韓国政府の電力政策変更に伴い、
大型蓄電システムが急増し蓄電池火災が頻発

２．定置用蓄電池の火災と耐類焼性能の重要性

16Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

沈静化までに4日間を要した

立上げ中のテスラ製蓄電システム（300MW/450MWh）が豪州で火災

セルの初期不良による火災にも耐類焼性があれば・・・

MWh超級ではセル数が膨大なため不適合セルの含まれる確率が高まる

https://www.cnbc.com/2021/07/30/tesla-megapack-caught-fire-at-victorian-big-battery-site-in-australia.html

2021/7
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世界最大の蓄電所1.2GWh＠米国が火災で焼失(2025/1）
1/17夜

https://san.com/cc/fire-at-massive-calif-battery-storage-facility-
forces-over-2000-evacuations/

Moss Landing Battery storage plant

有害ガスの拡散による大気質悪化予報

https://www.ksbw.com/article/timeline-moss-landing-
battery-storage-fire/63486839

17Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

・ 2025/1/16に火災発生、1/19鎮火
・ 類焼により大量の蓄電池を焼損
・ 有毒ガスが周囲に拡散し住民は避難
・ 熱連鎖により2/19に再度、発火

LGエネルギーソリューション、世界最大規模で米国ESSプロジェクトにバッテ
リー供給 | 亜洲日報

ULのバッテリーエネルギー貯蔵システムの熱暴走火災の類焼に対
する安全性試験方法標準であるUL9540Aテストを実施
UL 9540A, Test Method for Evaluating Thermal Runaway Fire

Propagation in Battery Energy Storage Systems

LGが2021/6に納入

EV等3000台を積んだ貨物船で火災、アラスカ沖で放棄 乗員無事
2025/6

https://jp.reuters.com/markets/commodities/HNDWAX3JXRNYBNMSNCUCPSYQHA-2025-06-05/

18Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

定置用LIBの安全性規格
（IEC62619,JIS C 8715-2）

では、類焼試験の試験観察時間
は1時間から8時間に増大された
が、車載電池では警報発令後、
退避時間として5分間が確保され
ることが耐類焼性のクライテリアと
して設定されている
（UNGTR20）

EV70台、HEV681台を含む車両約3000台を積んだリベリア船籍の貨物船で6月4日に火災が発生し、
乗組員はアラスカ沖でこの船を放棄したと発表。5月26日に中国の煙台港を出発し、メキシコに向かっていた。
最初にEVを積んだ甲板から煙が上がっているのが目撃されている。
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19

出典:国交省運輸安全委員会資料（平成25年2月5日）

類焼により組電池が全焼した事例
ｰ ボーイング７８７ 重大インシデント ｰ

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

このインシデントをきっかけに
耐類焼性能の重要性が
認識されるようになった

No.6が
トリガーセルと
想定

リチウム二次電池の類焼問題が広く知られるきっかけは、これ↓

2013/1に同型機に搭載の同型電池で2度発生
（JALとANA）

参考文献: S.Tobishima and J.Yamaki, J.Power Sources, vol.81-82, p882(1999)
神奈川大学オープンラボ セミナー，リチウム電池の安全性の現状と課題，鳶島真一（2019）

リチウム二次電池の熱暴走現象

トリガーは電解液だが熱暴走の正体は正極材（Li系複合酸化物）の発熱反応!

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved 20

発熱現象のトリガー

熱暴走の主因
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NCA（三元系セルの正極主成分）とLFP（リン酸鉄）の熱特性比較

Ref. ：, Christian M. Julien, Alain Mauger, Karim Zaghib and Henri Groult, Inorganics, 2(1), p132(2014)

三元系セルは熱暴
走しやすく、発生
エネルギーも多大。

三元系正極材は170℃、LFP系正極材は245℃が発熱開始温度

三元系正極材

リン酸鉄系正極材

三元系は高エネルギー密度タイプ

リン酸鉄（LFP）系は⾧寿命タイプ

＜一般的な理解＞

発熱開始温度

LFP系セルは熱暴走
が生じにくく、発生エ
ネルギーも少ない。
が、熱暴走は起こる。

－電池材料の多様化や電池の大型化に対応できる類焼試験の具体的試験手法を開発－

経産省委託事業として類焼試験法の開発と国際規格提案を実施

実施期間:2015～2017年度

22Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

熱連鎖 / 類焼試験:Thermal Propagation Test
組電池内のいずれか1つの単電池を加熱等の方法で熱暴走させ、加熱等を停止後、
8時間にわたり組電池の破裂や発火が無いことを確認する試験（IEC 62619，JIS C 8715-2）

３．定置用蓄電池に求められる耐類焼性能と試験法
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レーザ照射法による熱連鎖/類焼試験の特徴
・集中熱源 : 周辺セルの加熱を抑制できる
・非接触 : 多様な形状のセル,組電池に適用できる
・操作性 : 技量に依存せず、再現性にも優れる

レーザ照射法による熱連鎖/類焼試験

レーザ照射されたセルの温度変化

イメージ図 レーザ加工ヘッド

組電池

レーザビーム

＊熱連鎖/類焼試験:組電池内のいずれか1つの単電池を加熱等の方法で熱暴走させ、加熱等を
停止後、8時間にわたり組電池の破裂や発火が無いことを確認する試験（IEC 62619，JIS C 8715-2）

トリガーセルの熱暴走(Initiation)方法としてレーザ照射を適用する試験法を開発

出典：電気化学，2023年9月号，91 巻 3 号 p. 318-323（2023）

特にトリガーセルの熱暴走（Initiation）が困難なケースでは、レーザ照射法が有効

●LFP系セル（熱暴走開始温度が高い）

●大型大容量セル（100Ah級～）

●パウチセルモジュール

200Ah級LFP系角型缶セルの熱暴走試験 三元系パウチセルモジュールの熱連鎖/類焼試験

LFP系パウチセルの熱暴走試験
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いずれも数分以内のレーザ照射で熱暴走に至る

出典：日本燃焼学会誌，Vol.68 No223（2026） p11-16（2026）
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三元系角型缶セル＊

（30Ah級）

Input energy until themal runaway
Energy ratio (%)  = 

Electrical energy of fully charged cell                     

18650円筒型セル
（３Ah）

LFP系パウチセル
（30Ah級）

0.2% 
by laser

0.4% 
by laser

0.7% 
by laser

117% 
by heater

レーザ照射法は従来法に比して少ないエネルギー投与でセルの熱暴走が可能で、再現性にも優れる

×100

熱暴走試験におけるレーザ照射法と従来法のEnergy ratio比較

Ref. ： Y.Kagei, N.Maruo, K.Koshika, H.Tsuruga, K.Honda, International Journal of Automotive Engineering, Vol.13, No.1 (2022)
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40% 
by overcharge

集中熱源のレーザを加熱熱源とすることから、短時間に少ないエネルギー投与で熱暴走に至る

トリガーセルの熱暴走方法による熱連鎖/類焼試験結果の比較

熱暴走方法を比較すると、レーザ照射と釘刺しにおける隣接セルの温度上昇はヒータ加熱と比べて抑制的

26Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

当該実車搭載モジュールはヒータ加熱では類焼したがレーザ,釘刺しでは類焼せず

レーザ照射 釘刺し ヒータ加熱

類焼

Ref. ： Y.Kagei, N.Maruo, K.Koshika, H.Tsuruga, K.Honda, International Journal of Automotive Engineering, Vol.13, No.1 (2022)
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IEC62619 7.3.3 Propagation test Acceptance criteria 
“No external fire from the battery system or no battery case rupture.”
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任意のパウチセルをレーザ照射にて熱暴走

レーザ照射によりセルを熱暴走させた後、モジュールの類焼には至らなかった

類焼せず、モジュールとしては鎮静化

レーザ照射法による試験の実際（類焼には至らなかった事例＝合格）

レーザ照射法によるA社製パウチセルモジュールの熱連鎖/類焼試験

トリガーセルの
温度プロファイル

隣接セル A

隣接セル B

トリガーセルのOCV

レーザ停止

隣接セル A
トリガーセル

隣接セル B

レーザ

レーザ照射では隣接セルの昇温を抑制しながらトリガーセルを確実に熱暴走できる

熱暴走
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レーザ照射法による熱連鎖/類焼試験の事例（このモジュールは類焼せず）

隣接セルは熱連鎖による昇温が抑制的で
熱暴走には至らず

レーザ照射法によるA社製パウチセルモジュールの熱連鎖/類焼試験
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トリガーセルが熱暴走した直後 モジュール全体に類焼
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レーザ照射法による B社製パウチセルモジュールの熱連鎖/類焼試験

IEC62619 7.3.3 Propagation test Acceptance criteria 
“No external fire from the battery system or no battery case rupture.”

レーザ照射によりセルを熱暴走させた後、約20分で全焼に至った

レーザ照射法による熱連鎖/類焼試験の事例（類焼に至って不合格）

2022-5-24
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レーザ照射による熱連鎖/類焼試験を織り込んだIEC 62619:2022が発行
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－その後、IEC 62619:2022は 整合規格 JIS C 8715-2:2024に展開ー

レーザ照射による熱連鎖/類焼試験を織り込んだIEC 62619:2022が発行

レーザ照射によるリチウム二次電池の熱暴走試験及び類焼試験実績

2026/3/E時点でレーザ照射による熱暴走試験の累積数は658回にのぼる

小計角型セルパウチセル円筒型セル試験種別

523回実施17種に対し
108回実施

8種に対し
31回実施

16種に対し
384回実施セル試験

123回実施11種に対し
48回実施

10種に対し
27回実施

8種に対し
49回実施

モジュール/組電池/
電池システム試験

11回実施蓄電システム5回
車載パック2回1回実施3回実施蓄電システム

試験

658回実施163回実施59回実施436回実施小計

IEC 62619 及び
JIS C 8715-2 に対応

32Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

－レーザ照射試験に供した試験体の種類と試験数－
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令和４年度補正 再生可能エネルギー導入拡大に資する 分散型エネルギーリソース
導入支援事業費補助金 （系統用蓄電システム導入支援事業）

公 募 要 領

下記の要件を全て満たす蓄電システムであること。

① 本事業の実施のために新規（※６）に導入される蓄電システムであること。
※６ 電動車の駆動用に使用された蓄電池モジュールを２次利用し組み込まれた蓄電システムも含む。
② 電力系統側への定格出力が1,000kW以上（※７）の設備であること。

③蓄電池種別毎に下記要求事項を全て満たす設備であること。

≪リチウムイオンのみ≫ 
類焼に関する安全設計:耐類焼性を有していることの証明書等（※８）の提出
※８ JIS C 8715-2、IEC62619等の類焼試験に適合していることの第三者機関による証明書、

及び証明書に関わる資料（温度プロファイル、試験時の写真等）を提出すること
（モジュール以上）。

なお 電動車の駆動用に使用された蓄電池モジュールを２次利用し組み込まれた蓄電システムの場合
は、 JETリユース電池認証等の第三者機関による証明書等により当該蓄電システムの類焼に関する
安全設計を証明すること。

2023-1-31
補助対象設備 蓄電システム
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https://sii.or.jp/chikudenchi04r/uploads/R4r_k_ess_kouboyouryou.pdf

SII 補助金公募要領より抜粋

類焼試験の重要性が認識され、蓄電池補助金の必須要件となった

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2025/hosei/gx/pdf/r7_gx_pr.pdf

34
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業務産業用蓄電システム補助金公募要領 家庭用用蓄電システム補助金公募要領

産業用、家庭用いずれもIECあるいはJISの類焼試験を補助金要件としている

https://sii.or.jp/DRchikudenchi_gyousan07r/ https://sii.or.jp/DRchikudenchi_katei07r/
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蓄電システムの例

36Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

https://www.jet.or.jp/common/data/new/press_propagationtest20230515.pdf

JETでは、耐類焼性能に特化したプロパゲーション試験認証を開始
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JET 関西事業所 蓄電池評価試験棟
＊セル及び小型モジュール試験を実施

NITE大阪 蓄電池評価センター（NLAB）
＊大型モジュール及び電池パック試験を実施

レーザ照射法による熱連鎖/類焼試験の実施体制

JET＠神戸ではセルの熱暴走パラメータ探索と小型モジュールの熱連鎖/類焼試験を実施
大型モジュール等についてはNITE大阪/NLABを活用する体制を構築
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Thermal Propagation Test

熱連鎖/類焼試験法の確立

レーザ照射法の開発

組電池内トリガーセルの熱暴走法に適用

定置用規格
IEC62619:2022

JIS C 8715-2:2024

車載用基準
UN Regulation R100-05

電動車両に関する国連基準

レーザ照射法による熱連鎖/類焼試験の普及に向けた規格化・基準化

経産省国家プロジェクト
（2015-2017年度）

ECE-TRANS-WP.29-2025-41 

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved 38

集中熱源（レーザ）の適用により、過剰なエネルギー投与を避けつつ、再現性の高い試験を実現

IEC規格・JIS規格

レーザ照射法が採用された規格・基準

新たに導入される大型蓄電シス
テム向けの蓄電池に対して、「蓄
電池の出荷段階における安全
施策として組電池の耐類焼性
能を正しく評価する必要がある」
との視点から国プロを実施

レーザ照射法は定置用IEC規格及びJIS規格を経て、車載用基準にも展開された
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EVの国連基準（UN ECE R100-05）にて熱連鎖試験法が定められた（2025/3）

2025年3月、国際基準の改正が合意され、バッテリー火災を抑制し乗員を保護するための熱連鎖試験法が
追加された。当該 試験法においては、日本提案であるレーザ照射による試験法が盛り込まれた

https://www.bing.com/search?q=ECE%2FTRANS%2FWP.29%2F2025%2F41&FORM=SSQNT1&PC=U531
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国交省 報道・広報（令和7年9月26日）より抜粋

米国APS社所有 LG製蓄電システムの火災/爆発事故 被害状況

・Rack15が全焼
・約4時間後、消防士が侵入時にガス爆発
・コンテナ外壁および内部機材が破損、4名負傷

当該蓄電システム 仕様
容量/出力 2MWh/2MW  
稼働開始 2016-6-7
事故発生 2019-4-19

当該電池仕様
セル LG製パウチセル
セル容量 64Ah
電池材料 三元系/高エネ密

40Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

ラ
ッ
ク
15
が
全
焼

APS社：Arizona Public Service（アリゾナ州最大の電力会社）

https://www.aps.com/en/About/Our-Company/Newsroom/Articles/Equipment-failure-at-McMicken-Battery-Facility
McMicken Battery Energy Storage System Event Technical Analysis and Recommendations Document No.10209302-HOU-R-01

４．電池劣化による安全性低下とその見える化技術



― 33 ―

米国APS社による「蓄電システム火災/爆発事故の調査報告」

41Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

https://www.aps.com/en/About/Our-Company/Newsroom/Articles/Equipment-failure-at-McMicken-Battery-Facility

APS社は「発生した金属Liを起点として発火、その後に類焼した」との見解

McMicken Battery Energy Storage System Event Technical Analysis and Recommendations Document No.10209302-HOU-R-01

トリガーセルから類焼してラック15が全焼

大量のLi析出を確認
低温劣化により発生
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電位

容量

③Shift of Operation Window
負極の過度な劣化が

リチウム析出＊を

誘発し、結果として

安全性が低下

電池の容量低下には3つの要因がある

運用窓のシフト

＊リチウム析出が
シビア アクシデントを誘発する

負極劣化が進むとLi析出によるシビアアクシデントの誘発につながる

2018年度 経産省委託事業 提案資料より抜粋（2017/12）
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金属Liが発生したセルの継続運用は水素爆発を誘発する可能性がある

43Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

森田他，第62回電池討論会，2D19（2021）

金属Liが発生したセルでは常温でも金属Liが電解液と反応し水素を発生

事事故故回回 ：：配配国国 池池，， 站站北北区区突突然然爆爆炸炸

 北京市のオリビン鉄系蓄電所（25MWh,2019年運用開始）にて
 火災発生後、爆発事故 消防士が2名死亡
生事故的是位于北京丰台区的集美大 25MWh直流光 充一体化 站 目。

根据 科院 告， 目一期包括1.4MWh的屋 光伏94个车位的 150KW大功率直流快速充
，以及25MWh的国 高科磷酸 池 能，其中12.5MWh 用于外部 充 （包括南区

4MWh 社会车 +北区8.5MWh 大巴运 ），12.5MWh 用于室内供 。

事故 航拍情况
4月16日12 17分，北京市119 指 中心接

能 站起火警情， 派15个消防站47
消防车235名指 到 置。14 15分
，在 站南区 行 置 程中， 站北

区在毫无征兆的情况下突 爆炸， 致2名
消防 牲。

2021年4月16日12時17分、北京119コマンドセンターにあるエネルギー蓄電所から火災警報
報告を受け、消火のため15の消防署から47台が現場へ出動。14時15分頃蓄電所南部の消
火中に発電所北部が突然爆発し、2人の消防士が死亡した。
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https://www.sohu.com/a/463618993_100044558

2021/4

冬期を経た春先に火災が発生し、続いて爆発
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鹿児島県伊佐市のメガソーラー発電所できのう夜、火災があり、消
防隊員4人がけがをしました。
爆発音とともに、吹き飛ぶ建物。警察や消防によりますと、きのう午
後6時すぎ、鹿児島県伊佐市にあるハヤシエネルギーシステムのメガ
ソーラー発電所から「白煙が出ている」と住民から通報がありました。
火が出たのは蓄電設備が入っている建屋で、近くにいた人によります
と、駆けつけた消防隊員が建屋の扉を開けたところ、爆発音とともに
炎が上がったということです。
近くの住民 「最初は水蒸気が上がっているような感じ。家に帰ろうと
背中を向けたら爆発した」
消防隊員4人が救急搬送され、うち1人が顔に重いやけどをしました
が、命に別状はないということです。

https://newsdig.tbs.co.jp/articles/-/1079231?display=1&mwplay=1

MBC 南日本放送

2024-3-27
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－運用中のMWh級蓄電システムにて消防士が負傷－

当該爆発事象から、本件は負極劣化によるLi析出が関係する火災の可能性が高い

https://www.pveye.jp/eye_sight/view/5101/

鹿児島県のメガソーラー併設 蓄電システム（6.5MWh）にて火災/爆発事故発生

冬期を経た春先に火災が発生し、続いて爆発

46

期待寿命の⾧期化に伴い、初期（工場出荷段階）の安全性確保だけでは不十分ではないか

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

WEB公開情報をもとにJETにて作成

各用途におけるリチウム二次電池の性能比較

期待寿命の⾧いインフラバッテリーでは運用中の安全性確保が重要
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化学電池を用いた蓄電システムの運
用期間における電力貯蔵部分の安全
性を担保することを可能とするために、
非破壊による安全性診断システム技
術を開発するとともに、電力貯蔵部分
を含めた蓄電システム全体の状態把
握を始めとする適切な運用管理を実
施するための安全要求事項についての
国際標準原案を作成し、
IEC/TC120（電気エネルギー貯蔵
システム）への提案を目指す。

2018～2020年度 経産省委託事業
「大型蓄電システムの運用期間中の安全性に関する国際標準化」

実施体制図

製品評価技術基盤機構（NITE）

大型蓄電システムの運用期間における安全性に
関する国際標準化・普及基盤構築推進委員会

電気安全環境研究所（JET）

Ⅰ. 国際標準開発を担当

Ⅱ. 技術開発及び実証を担当

共
同
事
業

国際標準化の推進
事業全体のとりまとめ 関係者間調整
規格原案作成及び提案

安全性評価手法/システムの開発・実証
試験・実証データの収集、実用化の推進等

TC120国内委員会

IEC/TC120

【事業目的】
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経産省委託事業をNITEとJETにて共同実施し、実証試験に基づく国際規格原案を提案

運用中の電池の安全性確保を目的とした国際規格の提案を目指して

48平成２８年度 特許出願技術動向調査報告書（概要） 電池の試験及び状態検出 平成２９年３月 特許庁

日本は非破壊にて電池内部の劣化状態を検出に関する技術（特許）を多く保有する

日本が得意とする電池の非破壊診断に着目し、その実用化推進を目指す
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リチウムイオン電池 非破壊劣化診断法の技術的分類

※
1

※
2

※
3

※
4

日本が得意な電池の残存性能評価技術にて劣化を把握して安全性低下を見える化

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved 49

残存性能
評価技術

日本の大学，研究所，メーカー等
が得意とする技術分野であり、適用
する診断法自体は競争領域

劣化によるシビアアクシデントを回避するために残存性能評価技術の実用化を提案

http://www.daiwa-can.co.jp/energy/info/column_19.html

某社製電池のCCAによる容量維持率と黒鉛負極量維持率の変化（実データ）

CCA:Charging Curve Analysis 充電曲線解析法

Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved 50

運用の仕方により、電池の残存容量
（横軸）は同程度でも、安全性に係わ
る負極劣化度（縦軸）は大いに異なる安

全
性
の
軸
（
Ｓ
Ｏ
Ｓ
）

各種非破壊診断技術によるセルの解析結果を比較し、充電曲線解析法を選択

SOS：state-of-safety 

2018～2020年度 経産省委託事業 「大型蓄電システムの運用期間中の安全性に関する国際標準化」
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電池容量（SOH）

電池容量の低下

電池の
安全性
低下

黒
鉛
負
極
量
維
持
率

ソフトな運用(フロート、低速充電、温暖条件下等)

一般的な運用

急速充電、低温充電などのハードな運用では黒鉛負極の劣化が速まり、安全性低下に至る

51Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

ハードな運用の継続
(急速充電、低温充電、
暑熱・寒冷条件下等)

蓄電システムの運用が安全性低下に与える影響（イメージ）

運用により
傾きが変わる

待機電源等

家庭用蓄電システム等周波数変動抑制等

安
全
性
の
軸
（
Ｓ
Ｏ
Ｓ
）

一般的な残存容量（SOH）の把握だけでは安全性の判定には不十分

安全性診断機能を搭載した蓄電システムについて診断機能を検証

PCSユニット

電電池池モモジジュューールル

電電池池モモジジュューールル

電電池池モモジジュューールル

安全性診断

BMU

電池モジュール1を環境温度変動サイ
クル試験（CATC試験）に供し、劣化
を進めた上で、非破壊評価基板による
安全性診断機能を搭載した蓄電シス
テムに組み込み、当該診断性能を検
証し、実用性を確認した。

非破壊
評価基板
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電電池池モモジジュューールル１１

安全性診断機能を搭載した蓄電システムにて劣化を進めたモジュール１を判定

環境温度変動サイクル試験（CATC試験）

CCA:Charging Curve Analysis 充電曲線解析法

選択した充電曲線解析（CCA）による安全性診断機能の実用性を検証

CCAの
ﾌｧｰﾑｳｪｱ
を搭載

2018～2020年度 経産省委託事業 「大型蓄電システムの運用期間中の安全性に関する国際標準化」
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某社製電池の充電曲線解析による黒鉛負極容量維持率と金属Li析出の関係
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当該電池では劣化による負極の容量低下が10%に至ると金属Liの析出が促進される

金属Liの析出が始まる
負極容量維持率を閾値とすれば
安全な運用を維持できる

黒鉛負極劣化の進行によるLi析出の発現傾向

－国内某社製LFP系26650セルの場合－
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蓄電システムの電池診断サービスを国プロの成果として提案

日常的な充放電量の確認等に加えて、定期的に充電データを取り込んで電池診断を実施
家庭用蓄電システム程度の蓄電容量では解析時間は約10分（CCAによる実証試験の実績値）

経産省委託事業 「大型蓄電システムの運用期間中の安全性に関する国際標準化」成果報告書より抜粋（2021/3）

ユーザ視点に立てば、内部状態の見える化が電池事業の成立性を高める
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充電曲線解析（CCA）を適用した蓄電所向けの電池診断サービスがスタート

ユーザ視点に立てば、内部状態の見える化が電池事業の成立性を高める

https://www.kepco.co.jp/corporate/pr/2024/pdf/20240729_1j.pdf
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運用中の蓄電システムの安全性に関する国際規格 IEC 62933-5-3が発行

2023-10-10発行

非破壊診断に関する国プロ成果が、
リユース/リパーパスに伴う電池の転
用等を考慮した章に盛り込まれた

５．安全な二次利用に向けた取り組み
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IEC 62933-5-3 ９章（リユース/リパーパス）における非破壊診断関連の記載

リユース/リパーパス時の電池の残存性能評価の手法として非破壊診断を織り込んだ

57Copyright© JAPAN ELECTRICAL SAFETY & ENVIRONMENT TECHNOLOGY LABORATORIES. All Rights Reserved

劣化電池の選別方法としてCCAを含む非破壊診断を記載
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リユース時に電池を評価/選別する際の非破壊診断に関する記載

実証した非破壊評価による安全性（SOS)診断の概念をIEC規格に掲載

IEC 62933-5-3より抜粋

JIS C 4442:2025

非破壊評価によるバッテリの安全性診断システム例
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車載用電池を定置用にリユース/リパーパスする際に系統連系まで可能にする認証を発表
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https://www.jet.or.jp/renewable/energy_storage_system/reuse_battery/

JETにて車載電池のリユース電池認証を開始
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リユース電池にて電力系統連系まで実現するためには、
中古電池モジュールがJETリユース電池認証（部品認証）を取得すればリユース/リパーパスは進む

JETリユース電池認証取得に要する主な要件
●リユース電池が、JIS C 8715-2（定置用リチウム蓄電池の安全規格）に適合していること。

●最も劣化基準に近いリユース電池が、JIS C 8715-2に定められた「類焼試験」に適合していること。

●選別されたすべてのリユース電池に対し、JETが認める電池劣化解析（非破壊診断方法※）などを実施し、
安全性が確保された劣化基準の範囲内で、リユース電池の選別がなされていること。

※充電曲線解析法（Charging Curve Analysis,CCA）等の国際規格 IEC62933-5- 3:2023に記載の方法
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第7次エネルギー基本計画に掲げられた通り、再エネ増強に伴って今後、益々普及拡大が
見込まれる蓄電システムですが、電力インフラとして本格運用するに際しては安全で安心な機
器の提供が不可欠です。これを実現するため整備が進められているリチウム二次電池及び蓄
電システムの安全性規格の動向と、注目すべき技術としてレーザ照射による熱連鎖/類焼試
験法（Thermal Propagation Test）をご紹介しました。
また蓄電システム運用中の安全性確保のためには非破壊による電池の残存性能評価が有

用であり、その非破壊診断技術はEV搭載電池のリユース/リパーパスにおいて安全で安心な
電池の流通を促進するためにも積極的活用が望まれます。
おわりに、低炭素社会の実現を目指す上で重要なエネルギーの地産地消やVPP、V2Hや

V2G等の実用化促進に当たっては、多方面の協業・連携など、従来のような個々のメーカー
的視点ではなく広くユーザの視点に立った施策が必要と考えています。
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ま と め
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本多 啓三
一般財団法人 電気安全環境研究所
〒658-0033
神戸市東灘区向洋町西４－１
TEL:078-771-5135
E mail : honda_k@jet.or.jp
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EV バッテリを対象とした 
安全診断技術の環境性能評価への拡張

環境研究部 主席研究員

小鹿 健一郎
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令令和和８８年年度度講講演演会会

EVバッテリを対象とした
安全診断技術の環境性能評価への拡張
主席研究員 小鹿健一郎
環境研究部

令令和和８８年年度度講講演演会会1

本本日日のの構構成成

11.. EEVVとと環環境境のの整整理理
22.. EEVVのの安安全全性性にに関関すするる国国際際基基準準調調和和のの動動向向
33.. 使使用用過過程程でで安安全全をを守守るる対対策策
44.. 安安全全性性診診断断かからら安安全全をを低低下下ささせせなないい設設計計へへ
5. 安安全全ママーージジンンをを評評価価すするる仕仕組組みみ

⇒⇒6.車車両両かかららリリユユーースス運運用用ままでで評評価価のの共共通通化化がが大大事事

従来の安全
の範疇を超
えるトピック
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令令和和８８年年度度講講演演会会2

11..EEVVとと環環境境のの整整理理（（走走行行時時ゼゼロロエエミミッッシショョンン））

EEVVががカカーーボボンンニニュューートトララルルのの対対策策技技術術ででああるるたためめににはは、、
安安全全性性低低下下をを起起ここすすここととななくくリリユユーーススさされれるるこことともも大大事事

有有害害物物質質にに関関ししてて CO2にに関関ししてて
発売当初:

走行時の排出ゼロが強調された。
近年：
ライフサイクル全体を通した評価

• NOx (窒素酸化物)
• PM (粒子状物質)
• HC   (炭化水素)

上記の排出無し

多くの人が環境適合と認識

• 電力供給の脱炭素化
• バッテリ製造時のCO2排出の考慮

• 長期利用・再利用・リサイクルの仕組み

令令和和８８年年度度講講演演会会3

二二次次利利用用ははババッッテテリリのの安安全全性性がが維維持持さされれてていいるるここととがが前前提提
蓄蓄電電所所のの火火災災のの状状況況 EEVVババッッテテリリのの二二次次利利用用がが進進ままななけけれればば大大量量のの

ババッッテテリリがが行行きき場場をを失失ううののでではは？？

Ref. 読売新聞オンライン(2026.01.21)

参考：関連記事(ただし、本件はバッテリの問題ではありません。）

鹿鹿児児島島県県ののメメガガソソーーララーー併併設設蓄蓄電電シシ
スステテムム（（6.5MWh））でで爆爆発発火火災災発発生生

下段Ref. pveye.web (2024年５月号）
上段Ref. TBS newsdig (2024.03.28)

ここののススラライイドドはは、、発発表表当当日日ににおお示示ししししまますす。。
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令令和和８８年年度度講講演演会会4

UUNNRR110000--0055改改定定のの例例 たただだしし

文文書書にによよるる安安全全性性のの説説明明ののみみ

保保護護対対象象：：乗乗員員ののみみ
安安全全要要件件
• 乗乗員員にに異異常常をを知知ららせせるる警警報報をを出出

すすこことと。。
• 警警報報発発報報かからら55分分間間、、車車室室内内をを

安安全全なな状状態態でで維維持持すするるこことと。。
車車両両がが燃燃ええててもも乗乗員員がが助助かかれればばよよいい。。

22..EEVVのの安安全全性性にに関関すするる国国際際基基準準調調和和のの動動向向

⇒⇒駐駐車車場場ででのの大大規規模模火火災災のの解解決決策策ととななららなないい。。
（（参参考考::定定置置用用でではは、、88時時間間観観察察でで電電池池シシスステテムムのの破破裂裂
発発火火ななしし））

文文書書にによよるる説説明明

従従来来

0055改改定定

車車両両ままたたははババッッテテリリパパッッククをを対対象象
ととししたた熱熱連連鎖鎖試試験験のの実実施施

＋＋

令令和和８８年年度度講講演演会会5

EEVVのの安安全全性性にに関関すするる国国際際基基準準調調和和のの動動向向((EEVVSSフフェェーーズズ３３))

使使用用過過程程ににおおけけるる安安全全性性低低下下をを懸懸念念

中中国国
熱連鎖試験における保護対象の拡大

Ref. EVS30-D02

駐駐車車中中のの火火災災にに対対ししてて懸懸念念をを表表明明

使用過程におけるのEVバッテリの安全確保

Ref. 
EVS30-D03

日日本本

⇒⇒ババッッテテリリはは使使用用ししてていいるるううちちにに安安全全性性がが
低低下下すするるここととががああるる。。
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令令和和８８年年度度講講演演会会6

ババッッテテリリがが熱熱暴暴走走にに至至るるメメカカニニズズムムのの例例

使使用用過過程程でで安安全全性性がが低低下下ししううるる

リチウム析出による熱安定性低下・変形熱熱連連鎖鎖試試験験のの対対象象：：
製製造造時時不不具具合合(異異物物混混入入ななどど)

ババッッテテリリのの安安全全性性はは変変わわららなないい前前提提

フフェェーーズズ２２ままででのの前前提提

Ref. EVSTF09-08-TF5-06 K.KOSHIKA et. al. JSAE annual conference 2026 Spring

巻回型セル内にリチウム析出が起こり、変形
により、内部短絡が発生する様子。
（このとき、熱安定性も同時に低下）

令令和和８８年年度度講講演演会会7

33..使使用用過過程程でで安安全全をを守守るる対対策策

加速劣化試験

課題の例

• 加速劣化が実際の劣化を再現していない可
能性がある。(SOHが同じでもリチウムの
析出状況などが違う可能性がある。)

• 所有者の使い方によっては、想定した加速
条件が不十分となる事例も発生する。

時時間間
走走行行距距離離

SOH
加加速速ケケーースス 通通常常ケケーースス

非破壊診断技術の例

診断を活用した整備
Scanning

• 将来予測ではなく診断時のバッテリ状態に
応じた整備ができる。

• 所有者の使い方の幅に対応できる。

交流インピーダンス法、内部抵抗測定法、
充電・放電曲線微分解析法（dV/dQ）、
充電曲線解析法（SOH、SOSにも対応）

診断結果に基づく整備の方が、劣化予測に比べて
安全性確保の確実性が高い。
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令令和和８８年年度度講講演演会会8

非非破破壊壊診診断断にによよるるリリチチウウムム析析出出のの検検出出

組組電電池池内内のの不不安安全全ななセセルルをを特特定定ででききるるここととをを検検証証

組組電電池池内内ののリリチチウウムム析析出出セセルルのの検検出出

充電曲線の情報を正極、負極
、SOWに分離し、セルの内部
状態を推定する。

充充電電曲曲線線解解析析のの原原理理

K.KOSHIKA et. al. JSAE annual conference 2025 Spring

令令和和８８年年度度講講演演会会9

車車両両をを対対象象ととししたた法法規規イイメメーージジ
安安全全要要件件ののイイメメーージジ車車両両をを対対象象ととししたた診診断断

将将来来ははオオンンボボーードド診診断断もも
可可能能

定定期期的的ににババッッテテリリのの状状態態ををモモニニタタリリンンググしし、、
ババッッテテリリのの熱熱暴暴走走リリススククがが上上昇昇ししたた際際にに、、注注
意意灯灯をを点点灯灯ささせせるるこことと。。

速速ややかかににババッッテテリリのの
点点検検・・整整備備をを受受けけててくく
だだささいい。。
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令令和和８８年年度度講講演演会会10

トトピピッックク４４のの構構成成説説明明

a. 非非破破壊壊診診断断技技術術のの研研究究のの方方向向性性
b. リリチチウウムム析析出出がが起起ここるるメメカカニニズズムム
c. 10万万キキロロ走走行行のの車車両両のの診診断断結結果果
d. 近近年年ののセセルルののエエネネルルギギーー密密度度・・急急速速充充電電のの状状況況
e. 米米国国でで起起ききたたリリココーールル

⇒⇒安安全全ママーージジンンのの設設計計がが十十分分ででななかかっったたののでではは？？

4.安安全全性性診診断断かからら安安全全をを低低下下ささせせなないい設設計計へへ

令令和和８８年年度度講講演演会会11

44..安安全全性性診診断断かからら安安全全をを低低下下ささせせなないい設設計計へへ

継継続続的的ななモモニニタタリリンンググをを実実施施すするるここととででリリチチウウムム
析析出出初初期期段段階階をを検検知知可可能能

安安全全性性低低下下ししててかからら警警報報をを出出すすののでで
ははななくく、、安安全全性性をを低低下下ささせせなないい。。

継続的なデータ収集による初期段階検知

①熱暴走リスク上昇検知

②析出初期段階検知

③析出前段階検知
（＝析出リスク上昇検知）

K.KOSHIKA et. al. JSAE annual conference 2026 Spring

負極容量の変化
の速さから析出初
期段階の検出が
可能に。

⇒負極容量維持率で判定

⇒負極容量低下速度で判定

⇒組電池内の『セルの均一性』・
『セルのバランス』等で判定

研究の方向性

既に一部
発表済み

検討を開始
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リリチチウウムム析析出出がが起起ここりりややすすいい状状況況のの整整理理

非非破破壊壊診診断断でで把把握握すするるここととがが可可能能⇒⇒析析出出前前段段階階検検知知

原原則則はは負負極極容容量量のの低低下下 具具体体的的なな状状況況

②②低低温温環環境境ででのの
急急速速充充電電

①①組組電電池池内内ののババララつつきき
でで一一部部のの電電池池にに負負荷荷がが
かかかかるる

新新品品時時とと同同じじ電電流流値値でで充充電電ししててもも、、負負極極
のの容容量量がが減減るるとと、、よよりり高高レレーートトでで充充電電しし
てていいるる状状況況ににななるる。。

K.KOSHIKA et. al. JSAE annual conference 2024 Spring
リリチチウウムム析析出出ののリリススククがが高高ままっったた状状態態

• 負負極極のの容容量量がが低低下下ししてていいるる
• 組組電電池池内内ののセセルルががババララつついいてていいるる
• 低低温温環環境境でで急急速速充充電電すするるここととがが多多いい

令令和和８８年年度度講講演演会会13

非非破破壊壊診診断断実実例例紹紹介介‐‐1100万万キキロロ走走行行超超ええ初初代代LLEEAAFF
（（日日本本ででEEVV火火災災がが起起ききてていいなないい理理由由をを考考察察））

負負極極容容量量がが維維持持さされれリリチチウウムム析析出出がが発発生生ししづづらら
いい状状況況ででああっったた。。

負負極極容容量量がが維維持持さされれてていいたた 参考：劣化の典型例紹介（SEI成長、負極劣化）

SSEEII成成長長型型ののレレーーダダチチャャーートトでで
ああっったた。。

K.KOSHIKA et. al. JSAE annual conference 2025 FallK.KOSHIKA et. al. JSAE annual conference 2025 Fall

SEI成長型 負極劣化型
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非非破破壊壊診診断断実実例例紹紹介介‐‐1100万万キキロロ走走行行超超ええ初初代代LLEEAAFF（（22））

当該車両は、非常に安全性
が高く維持される設計であっ
た可能性が高い。

診断結果：
•容量バラつきが小さい
(=均一性レベルが高い)

K.KOSHIKA et. al. JSAE annual conference 2025 Fall

セセルルブブロロッックク間間のの容容量量ババララつつききがが大大変変小小ささいい

一部のセルに負担がか
かるリスクが低い

リチウム析出の
リスクが低い

令令和和８８年年度度講講演演会会15

近近年年ののセセルルエエネネルルギギーー密密度度・・急急速速充充電電はは？？
米国でのリチウム析出によるリコール①①ババッッテテリリがが高高エエネネルルギギーー密密度度化化

②②超超急急速速充充電電のの登登場場

• 過剰なリチウム析出が起こり、電気抵抗を増加さ
せ、SOCの変動を生じさせた。

• このような状態で引き続き急速充電を行うとバッテ
リ火災が起こる可能性がある。

〈あくまで推測〉
最初の設計時点で、安全マージンが十分でなかっ
た可能性がある。（使用過程における安全性低下
が十分に織り込めていない。）

• 2025年から超高速充電器（150 kW）が日本
で販売開始

• （参考：欧米の超高速充電器は350 kW）
•現時点の急速充電器は出力50 kWがほとんど。
•出力90 kWは高速道路を中心に近年導入が始
まった。

• 2010年
– LEAF155 Wh/kg、
– BYD e6 97 Wh/kg

• 2020年
– Tesla Model Y 269 Wh/kg
– Chevrolet Bolt 266 Wh/kg
– VW ID.3 Pro S 265 Wh/kg

Ref:Ue, M., Current Status and Trends of Automotive Lithium-ion 
Batteries, Electrochemistry, The Electrochemical Society of Japan, 2025.
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55..安安全全ママーージジンンをを評評価価すするる仕仕組組みみをを設設計計ででききなないいかか？？

使使用用過過程程ににおおけけるる変変化化をを前前提提
ととすするるののでで車車検検ののタタイイミミンンググ
ででもも実実績績をを確確認認

仕仕組組みみののププロロセセススイイメメーージジ

①①販販売売前前（（型型式式認認証証時時等等））

②②使使用用過過程程（（車車検検時時等等））

安安全全性性がが低低下下ししににくくいいデデザザイインンのの例例

各各レレベベルルににそそれれぞぞれれのの対対策策ががあありり、、そそれれをを総総合合的的にに
評評価価すするるここととがが必必要要

①セルレベル

②組電池レベル

③車両レベル

④車両＋使い方レベル

• 最低の安全基準を超えた安全
性を有していることの評価

• セルの均一性
• セル間のバランス
• モジュール単位の交換
が容易な設計

• バッテリの温度管理
• バッテリの状態モニタリング機能
• 組電池内のリバランス機能

• ユーザに合わせた充電上限の設定
• バッテリの状態に合わせた急速充
電器活用アドバイス

２段階での評価・確認

• 安全性の高い材料を選択
• 負極容量にマージンがあ
る設計

• 使用過程で低下することが予
想される要素について、それ
が維持されているか評価

令令和和８８年年度度講講演演会会17

使使用用過過程程ででのの評評価価のの例例

• 使用過程においても対策が機能して
いることを車両オーナーも確認できる。

実際に安全性が低下していないかの確認

①車検用アウトプット ②アドバンスセイフティー
確認用アウトプット

⇒車検時等に非破壊診断を実施
（1回の診断で２つのアウトプット）

安全・不安全を診断 安全マージンを半定量化

使使用用過過程程ででアアドドババンンススセセイイフフテティィーーのの
維維持持をを確確認認すするるメメリリッットトのの例例

• 任意のバッテリパスポート標準のな
かに診断結果を記録し、残すこともリ
ユース・リパーパスに向けた貴重な
情報となる可能性がある。
⇒（リユース・リパーパス側の一回
の評価結果だけよりも信頼性があ
がる。）
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66..車車両両かかららリリユユーースス運運用用ままでで評評価価のの共共通通化化がが大大事事

評評価価方方法法がが共共通通だだとと、、リリユユーースス側側ででもも適適切切にに車車載載ババッッテテリリのの価価値値をを評評価価ででききるる。。

非非破破壊壊診診断断をを車車両両かかららリリユユーースス運運用用ままでで共共通通化化ででききれればば、、、、、、、、。。

（1）車両使用過程 （2）リユース前 （3）リユース運用中

•リユース側がリユース運用中に必要な安全マージン
の程度情報をもとに車両から降ろしたバッテリパッ
クをリユースできるか判断できる。

•リユース時に安全に使用できる期間を見積もれれば
、リユースバッテリに適正な価格が設定される。

令令和和８８年年度度講講演演会会19

本本日日のの講講演演ののままととめめ

• EVバッテリの安全性には短期・長期の二つの観点がある。

• 現行のGTR20などで安全要件とされる乗員保護は短期的な安全性

にあたる。

• リユース、リパーパスを含めた安全性の維持は長期的な安全性にあ

たるとともに、サステナビリティ（持続可能性）の観点からまさに安全

と環境がオーバーラップした領域であると整理することができる。

• 使用過程時に安全性低下を抑制することで、EVを安全・安心・サステイ

ナブルなモビリティーとしていくことが可能であると考えられた。
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バッテリ HILS による 
電動車両の評価と国際動向

環境研究部 主席研究員

奥井 伸宜
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バッテリHILSによる
電動車両の評価と国際動向

環境研究部

主席研究員 奥井伸宜

令令和和 88年年度度講講演演会会1

講 演 内 容

1 ．背景
2 ．自動車基準調和世界フォーラム

（WP.29 / GRPE / EVE）の活動
3 ．バッテリHILSによる電動車両の評価
4 ．まとめ
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【令和5年時点】 今後，電動車の普及が加速する

2

2015年12月、国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）において、2020年以降の
温室効果ガス排出削減等のための新たな国連枠組み「パリ協定」が採択された。
・・・産業革命前からの気温上昇を2℃未満に抑える長期目標を設定

【欧州】 ・Fit for 55を発表（CO2排出量、2030年に55%削減（1990年比）、2035年に100%削減目標）
・内燃機関導入禁止の政策検討（2035年に，新車販売のCO2をゼロに） → eFuel対応の内燃機関は容認

【米国】 ・2050年カーボンニュートラル達成方針、 2035～2040年内燃機関車の新車販売禁止

【中国】 ・省エネルギー・新エネルギー車技術ロードマップ2.0（2035年までにZEVの新車比率を50%以上）

【日本】 ・グリーン成長戦略
（2035年までに新車販売の20～30%を，2040年までに電動車と脱炭素燃料車で100%を達成する目標）

（日本）2050年までに80%の温室効果ガスの排出削減を目指す
（欧州）2050年に温室効果ガス排出量を、1990年比で80～90%削減することを目指す

≪長期目標≫

背景

R5の講演会にて使用した資料

令令和和 88年年度度講講演演会会3

背景

欧州の動向
・2035年の小型自動車CO2排出削減目標 → 90%減に下方修正
残る10%は、下記2項目で相殺
・eFuelやバイオ燃料で得られる「燃料クレジット（上限3%）」 （←↓2021年基準目標比）

・EU域内で製造された低炭素鋼を車両に使用する「低炭素鋼クレジット（上限7%）」
・欧州製小型BEVカテゴリー「M1E」の創設

【令和8年時点】 長期戦略が見直される

・企業平均燃費（CAFE）規制の見直し（NHTSA）
・2022～2031MY：基準値を緩和、2028～：大半の小型SUVを乗用車扱いとする
・電動車のCAFÉ適用除外 （・・・電費を燃費換算する手法に課題あり：電費効率が過大評価）

・企業間クレジットの取引禁止

・環境保護局（EPA）の温室効果ガス（GHG）規制を廃止

米国の動向

BEVを普及させる上では、車両性能/電池性能を精度よく評価する必要がある
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背景

二次電池としてEV車載バッテリーが使用されることが想定される
例えば、

自動車の平均使用年数は、約13年／総走行距離は、10～15万km程度が一般的

→ 二次利用する際には、車載電池の耐久性能（劣化性能）の情報が必要となる

車両に搭載されるバッテリー性能（劣化度合い）の
正確な評価が必要

【参考】世界技術規則（GTR）_No.22（乗用EV）では、
5年以内または10万ｋｍ以内で、「駆動用バッテリーの容量：初期容量の80%以上の保証を求める」
8年以内または16万ｋｍ以内で、「駆動用バッテリーの容量：初期容量の70%以上の保証を求める」

と規定している

令令和和 88年年度度講講演演会会5

目 次

1 ．背景
2 ．自動車基準調和世界フォーラム

（WP.29 / GRPE / EVE）の活動
3 ．バッテリHILSによる電動車両の評価
4 ．まとめ
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IWG
(Informal Working Group)
・・・技術的、専門的な検討を行う作業部会

6

VIAQ
IWG

EVE
IWG

EPPR
IWG

RDE
IWG

WLTP
adhoc IWG

PMP
IWG

World Forum for Harmonization of Vehicle Regulations
自動車基準調和世界フォーラム(WP.29)

GRE
灯火器

GRPE
排出ガス・
エネルギー

GRVA
自動運転

GRSG
一般安全

GRSP
衝突安全

GRBP
騒音・
タイヤ

Economic Commission for Europe
欧州経済委員会(ECE)

United Nations
国際連合

議長：EU
副議長：Japan, China

自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）の活動

安全で環境性能の高い自動車の普及

・自動車の安全・環境基準の国際的な調和
・各国間における自動車認証の国際的な相互承認の推進

国際連合に，
自動車基準調和世界フォーラム（WP.29）を設置

電気自動車環境部会（EVE IWG）

排出ガス・エネルギー分科会（GRPE）
・・・自動車の環境・エネルギーに関する議論

EVE：Electric Vehicles and Environment

令令和和 88年年度度 講講演演会会7

EVE IWGの活動

電気自動車環境部会（EVE IWG）

2012年以降、
電動車（電気自動車、プラグインハイブリッド
自動車）の普及促進に向けて、
EVE IWGにて、基準策定のための議論が、
継続的に行われている

例えば

車両に搭載されるバッテリー性能/劣化度合いの
見える化・基準の策定

＜日本、欧州、アメリカ、カナダ、中国＞

・普及の妨げとなる、粗悪な車両の排除
・ユーザーへの信頼性の高い情報提供

GTR_No.22

GTR_No.25

【電池の最低性能要件（MPR）】
（Minimum Performance Requirements）

（乗用EVバッテリ耐久要件の試験法）

（大型EVバッテリ耐久要件の試験法）
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EVE IWGの活動 （例：GTR_No.25）

大型EVの電池容量劣化

大型EVの駆動用電池の容量劣化度合いを評価する手法を検討

EVE-IWGで決定された電池劣化の評価項目の検証に対し、
新GTR作成のボランティアグループ活動に貢献

GTR_No.25成立
（2025年11月）

（（公公道道走走行行））

（（提提案案：：欧欧州州,米米国国））

（（ﾃﾃｽｽﾄﾄｺｺｰーｽｽ走走行行））

（（提提案案：：欧欧州州）） （（提提案案：：日日本本））

（（提提案案：：中中国国））

（（充充放放電電装装置置にによよるる放放電電））

（（シシャャシシダダイイ走走行行））

令令和和 88年年度度講講演演会会9

Method2 （充放電装置による放電試験）

・・・車両の外部放電（V2H）機能を活用した放電試験を実施

【検討内容】
・充放電試験装置による運用の可否判定
・放電パターン及びその他試験時の留意点

実車CHDY試験 充放電装置試験

EVトトララッッククのの
V2H機機能能をを利利用用ババッッテテリリパパッックク

（（4台台））

充充放放電電装装置置

制御BOXから、地域指定車速相当の放電電力
パターンを車両側に送り、車両側の電力を
充放電装置側のバッテリに放電させる試験

供供試試車車両両

制制御御BOX

比較
検証

大型EVの電池容量劣化測定法 R5の講演会にて紹介済み
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Method1a （テストコース走行試験）

・・・欧州提案であるが、検証データが出てこない →交通研が対応（副議長案件として）

【検討内容】
・テスト走行試験の運用の可否判定
・走行パターン

及びその他試験時の留意点

大型EVの電池容量劣化測定法

当研究所で構築した
「運転ロボット※」を
使い、効率よく検証

（※ 関連発表）
・交通研フォーラム2018
・交通研フォーラム2020
・交通研フォーラム2022
・交通研フォーラム2025

＜88th-EVE-IWG資料＞

令令和和 88年年度度講講演演会会

【Test Mode】 EVE Pattern

11

大型EVの電池容量劣化測定法
＜88th-EVE-IWG資料＞
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目 次

1 ．背景
2 ．自動車基準調和世界フォーラム
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3 ．バッテリHILSによる電動車両の評価
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重重量量車車
（（国国内内））

重重量量車車
（（国国際際））

乗乗用用車車
（（国国際際、、国国内内））

試試験験項項目目

CHDY
<JE05：電欠まで>

テストコース，実路，
Bidi(充放電装置)，CHDY

CHDY(ｼｬｼﾀﾞｲ)UBE
(認証/使用過程時)

13

バッテリHILSによる電動車両の評価

電池耐久性の検証

車両販売後には、
3～16台の車両（ユーザー保有車）の調査が必要に …重量車メーカにて

EVの試験法
→日本では、CHDYの使用が想定されるが、試験の効率化が課題
＜車両の運搬～CHDY設置～計測器取付～モード走行（電欠まで）＞

①【電池容量劣化度（SOCE）の精度検証】

②【電池の最低性能要件（MPR）の検証】
車両販売後には、

500台以上の車両（ユーザー保有車）の調査が必要に …自動車技術総合機構にて
→車検時にOBDにて検査

（State of certificated energy）

（Usable Battery Energy）
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バッテリHILSによる電動車両の評価

大大型型EV
（（国国内内））

大大型型EV
（（国国際際））

乗乗用用EV
（（国国際際、、国国内内））

試試験験項項目目

CHDY
<JE05：電欠まで>

テストコース，実路，
Bidi(充放電装置)，CHDY

CHDY(ｼｬｼﾀﾞｲ)
<WLTC：電欠まで>

UBE
(認証/使用過程時)

HILS <Hotのみ>
(標準車両諸元 ≠ 市販車）

ーCHDY<Cold＆Hot>電費

Bidi と HILSを組合わせた手段は考えられないか？
電池耐久性の検証 →試験の効率化が課題 ・車載バッテリの性能/状態が知りたい

・車両走行パターンにて試験がしたい

令令和和 88年年度度講講演演会会

大大型型EV
（（国国内内））

大大型型EV
（（国国際際））

乗乗用用EV
（（国国際際、、国国内内））

試試験験項項目目

CHDY
<JE05：電欠まで>

テストコース，実路，
Bidi(充放電装置)，CHDY

CHDY(ｼｬｼﾀﾞｲ)
<WLTC：電欠まで>

UBE
(認証/使用過程時)

HILS <Hotのみ>
(標準車両諸元 ≠ 市販車）

ーCHDY<Cold＆Hot>電費

・CHDY設備が不要

・車両モデルと
車載バッテリにて、
走行パターンを
使った評価が可能

15

Battery
（（Pack））

EV
(Real Vehicle) Bidi

HILS

EV
(Virtual 
Vehicle)

電池耐久性の検証

V2H port

→試験の効率化が課題
“バッテリHILS”を構築し、評価

バッテリHILSによる電動車両の評価

Bidi と HILSを組合わせた手段は考えられないか？

バッテリHILS
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EV Model

Driver Model
Host 

Computer

Battery

Operation of Accelerator
Brake , Shift

H
IL

S

Motor

Inverter

(Vehicle 
Control Unit)

VCU

I / F

Digital
Signal

Processor
（（DSP））

B
at

te
ry

-H
IL

S

Battery

Battery Charging
& Discharging 

Machine B
at

te
ry

B
en

ch

Temperature

Temperature 
Chamber

Battery 
(Cell)

Battery 
Charging & 
Discharging 

Machine 

HILS

Battery 
(Pack)

バッテリHILSの構築 ・車載バッテリの性能/状態が知りたい
・車両走行パターンにて試験がしたい

・実バッテリを使用
・HILS（仮想車両）を適用

バッテリHILSの
有用性の確認
↓（手始めに）

実バッテリの
セルにて検証

（車載バッテリの使用は、
設備ハードルが高い）

バッテリHILSによる電動車両の評価

令令和和 88年年度度講講演演会会17

バッテリHILS
vs. CHDY

< JC08 @ 25℃>

【評価-1】乗用EV

実車両（シャシダイナモメータ試験） ≒ 仮想車両（Battery-HILS）

車重：1,110kg
電池：16kWh

車載電池容量（パック）
＝実バッテリ（セル）×個数

バッテリHILSによる電動車両の評価
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【評価-1】乗用EV

走行環境温度の影響

< JC08 > < WLTC >

バッテリHILSによる電動車両の評価

環境温度が変化する条件下においても、 Battery-HILSで、実バッテリの評価が可能に
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バッテリHILS
vs. CHDY

< JE05 @ 25℃>

【評価-2】大型EV

実車両（シャシダイナモメータ試験） ≒ 仮想車両（Battery-HILS）

0
20

60

Ve
hi

cl
e 

Sp
ee

d
[k

m
/h

]

40

400
350
300

-40

-20

0

Ba
tte

ry
 C

ur
re

nt
(1

-P
ac

k)
 [A

]

40

20

-100
-50

50

M
ot

or
 T

or
qu

e
[N

m
]

0

200
150
100

120
100
80

Ba
tte

ry
 V

ol
ta

ge
[V

]

Time [s]
200 400０ 600 800 1000 1200 1800 20001400 1600

Battery VoltageVehicle Speed

Real Vehicle Model Vehicle (Battery-HILS)

車重：4,900kg
電池：82.8kWh

車載電池容量（パック）
＝実バッテリ（セル）×個数

バッテリHILSによる電動車両の評価
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【評価-2】大型EV

周辺温度変化時の評価 0
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温度変化に対し、
電圧特性が変化

< JE05 >

Temperature 
Chamber

Battery 
(Cell)

バッテリHILSによる電動車両の評価

環境温度が変化する条件下においても、 Battery-HILSで、実バッテリの評価が可能に

令令和和 88年年度度講講演演会会21

バッテリHILS
【実証済み】

HILSとバッテリのセルを接続した評価・検証
↓

【取組中】
HILSとバッテリのパックを接続させた評価・検証（V2Hポートを使用）

Battery
（（Pack））

※※
V2H 
port

EV
(Real Vehicle)

充放電装置

HILS

EV
(Virtual 
Vehicle)

・・・システム環境を構築し、評価手法の有効性について確認中

バッテリHILSによる電動車両の評価
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3 ．バッテリHILSによる電動車両の評価
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令令和和 88年年度度講講演演会会

１．自動車基準調和世界フォーラム（WP.29 / GRPE / EVE）の活動
– 電動車の普及促進に向けてEVE IWGにて、各国と連携し課題に対応している
– 電池容量劣化測定法等の技術的検証により，国際基準の成立に貢献

２．バッテリHILSによる電動車両の評価
– 「電池耐久性の検証」を効率よく実施するための新たな評価手法「バッテリHILS」を
検討している

– 車載電池の性能（劣化）を、簡易かつ高精度に評価できる可能性がある
– 将来新技術の評価手法に応用するなど、引き続き検討を進める

今後も、国際基準の策定及び見直しに向けて、
データ収集や分析を行い、国際議論に貢献する

まとめ

23
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事業用自動車の事故実態と今後の課題 
〜事故調査委員会の活動を振り返って〜

公益財団法人 大原記念労働科学研究所 主管研究員
酒井 一博 氏

招待講演 2
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交通安全環境研究所講演会

酒井 一博
大原記念労働科学研究所

事業用自動車の事故実態と今後の課題
～事故調査委員会の活動を振り返って～

1

１．始まりは青天の霹靂
事業用自動車事故調査委員会の誕生

２．事故調で取り組んだ多様な事故パターン

３．事業用自動車の重大事故の共通性と特異性

４．閑話休題
人と車と仕組みに注目
労働科学から見た運転の生理・心理

５．10年総括の取り組み

本日のメニュー

2



― 74 ―

１．始まりは青天の霹靂
事業用自動車事故調査委員会の誕生

２．事故調で取り組んだ多様な事故パターン

３．事業用自動車の重大事故の共通性と特異性

４．閑話休題
人と車と仕組みに注目
労働科学から見た運転の生理・心理

５．10年総括の取り組み

本日のメニュー

3

事故調査の流れ
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１．始まりは青天の霹靂
事業用自動車事故調査委員会の誕生

２．事故調で取り組んだ多様な事故パターン
３．事業用自動車の重大事故の共通性と特異性

４．閑話休題
人と車と仕組みに注目
労働科学から見た運転の生理・心理

５．10年総括の取り組み

本日のメニュー

5

事故調：10年間の実績

2014年度～2023年度

特重 １９件
重要 ４７件
合計 ６６件

議決済み件数

2014年度～2022年度

特重 １5件
重要 ４3件
合計 ５8件

審議中件数

特重 ４件
重要 ４件
合計 ８件

（うち1件は2024年6月に
議決、公表済み）

選定件数

6

（2014年度～2023年度）
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事故調：１案件あたりの所要期間

事故発生日～議決日までの所要期間
事故調10年の活動の前半期：2014年度～2018年度
事故調10年の活動の後半期：2019年度～2023年度

前半：19ヶ月
後半：29ヶ月

重要 22ヶ月

前半：21ヶ月
後半：30ヶ月

特重 22ヶ月

7

8

事故調委員在任中、最も印象に残った事故

2016年1月１５日未明に起こった
軽井沢スキーバス（貸切）の転覆事故です

衝撃
乗員・乗客41名
死者：15名（乗客13名、全員大学生、乗員2名）

100キロ近いスピードで
転覆

国道18号線碓氷バイパス
制限速度50キロの下り坂

JIJI.com引用
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未熟な
運転技量

軽井沢スキーバス事故

ふじあざみライン
での貸切バス事故

9

８％

５％
８％

５.７％

６.５％

C41 C42 事故地点
事故地点300m手前 事故地点100m手前

事故現場に繋がる道路環境
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11

軽井沢スキーバス事故への２つの取り組み
軽井沢スキーバス事故対策検討委員会

（委員⾧：山内弘隆）

2016年1/29 第１回委員会
3/29 第７回委員会 中間整理の公表
6/3   第１０回委員会 総合的対策の公表

以降、毎年フォローアップ会議
2025年11/10 第１０回フォローアップ会議（最終）

 政策総動員：総合対策85項目を策定
 確実なアクション
 フォローアップ会議で確認

事業用自動車事故調査委員会
（委員⾧：酒井一博）

事故調発足後1年半の段階で事故発生

 現場に足を運ぶ（現場検証）
 背景の深掘り

（安価な運賃で運行する仕組み
と運行実態の解明）

 実験による検証
（なぜ、下り坂で100キロ近くのスピードを

だしのか。下り坂でのギア選択の推定）

どこまでできるか
正念場

軽井沢スキーバス事故の
原因究明には必死で取り
組みました

マスコミの評価には
いささかホッとしま
した。

信濃毎日新聞



― 79 ―

疲労・居眠り
による追突事故

13

14

意識消失による
制御不能

(健康起因事故)
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前前方方不不注注視視（（脇脇見見
運運転転））にによよるる事事故故

15

速度超過による
横転事故

16
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疲労・居眠りによる追突事故
意識消失による制御不能
未熟な運転技量
速度超過による横転事故

１．始まりは青天の霹靂
事業用自動車事故調査委員会の誕生

２．事故調で取り組んだ多様な事故パターン

３．事業用自動車の重大事故の共通性と特異性
４．閑話休題

人と車と仕組みに注目
労働科学から見た運転の生理・心理

５．10年総括の取り組み

本日のメニュー

17

５パターンの抽出

パパタターーンンⅠⅠ 過過労労運運転転にによよるる居居眠眠りり事事故故（（１１５５件件））
パパタターーンンⅡⅡ 体体調調急急変変やや体体調調不不良良にによよるる事事故故（（８８件件））
パパタターーンンⅢⅢ 前前方方不不注注視視（（脇脇見見運運転転））にによよるる事事故故（（１１５５件件））
パパタターーンンⅣⅣ 速速度度超超過過状状態態でで走走行行すするるセセミミトトレレーーララーーのの横横転転事事故故（（３３件件））
パパタターーンンⅤⅤ 周周囲囲のの状状況況やや積積荷荷にに合合わわせせたた適適切切なな運運転転操操作作がが

ででききななかかっったたたためめ発発生生ししたた事事故故((１１３３件件））

▼ 車両（ブレーキ）故障のまま運転を継続したため起こした追突事故
▼ 飲酒運転による事故

プラス４件

背背景景（（主主にに運運行行管管理理のの状状態態））、、事事故故にに至至るるププロロセセスス、、
運運転転者者のの心心身身のの状状態態、、運運転転環環境境をを考考慮慮ししてて類類型型化化ししたた

事故調10年総括

18

事故調：原因アプローチ
警察：結果アプローチ
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パターンⅠ

背景

杜撰な
運行管理

改善基準
告示違反
の常態化

過労運転
集中力の低下
漫然運転の継続
居眠り

事故に至るプロセス

長時間運転
睡眠不足状態での運転

・予兆の検出と対応
・安全運転支援装置等（衝突被害
軽減ブレーキほか）の活用
・眠かったら止める

追追突突
衝衝突突

事事故故

20代、30代の運転者も含まれています

過労運転による居眠り事故

故障車、低速走行車
渋滞車列への追突が多い

改善基準告示の遵守が
疲労管理の基本です

事事故故にに至至るるププロロセセススにに注注目目
ををすすれればば、、起起ここるるべべくくししてて
起起ここっってていいるる事事故故がが多多いい

19

事故には背景と事故に至る
プロセスがあります

この事故を
食い止めるのが
労務管理の力です

前方不注視（脇見運転）の２つのパターン
パターンⅢ

＊走行経路が決まっていないために、運転（経路選択）に
惑いが生じ、標識や案内板に視線が取られたため前方不
注視状態となったことが事故につながった可能性がある。

＊＊遅い車両を追い抜くために車線変更を行いたかったが、
右側並走車に視線が行き、結果的に前方不注視となり、
追突事故を起こした。

事故に直結する脇見には
① 注意低下が著しく、居眠りが起こったことによる前方
不注視（脇見）：パターンⅠに該当

② 脇見の対象がはっきりしているケース：パターンⅢに該当

20
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スマホ（ながら運転）
大型トラックの衝突事故２件

平成29年8月30日13時46分頃、大型トラックが高速道路を走行中、道路工事のため
駐車してた工事用車両に気付くのが遅れて衝突。事故の衝撃で積荷の一部が高架下
の国道に落下。
事故の30分以上前から、携帯電話での通話に意識が集中し、車線逸脱や道路工事に
よろ速度規制及び車線規制への注意が疎かなまま、高速度で運転を継続

運転中のスマホ操作
が衝突事故の原因

令和元年12月11日午前2時11分頃千葉市美浜区の国道14号線において、粉粒体を
積んだ大型トラックが道路工事現場に突入し、作業員や同所に駐車されていた工事
関係車両に衝突した。

脇見の
重大な要因

地図アプリを
操作

音楽番組の
検索

事故調は業務用の使用に
限定を提案

20%

14%

8%

58%

重大事故の発生状況
（2023年国土交通省速報情報）n=３１２件

車内事故 ６４件

健康起因事故 ４４件

飲酒運転による事故 ２４件

その他の事故
１８０件

減らしたいこと
無くしたいこと

３大ターゲット

車内事故を減らす

健康起因事故を減らす

飲酒運転をなくす

22

本日の教材

自動車事故報告規則：事業者→地方運輸局支局へ提出
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ケース１ 県道交差点で車庫へ回送中のタクシーが信号待ち中に体調急変、意識消失。クリープ現象で
車両が動き出し、歩道に乗り上げた（3時10分）。

駅待ち中に体調異変に気づき、帰庫途中。くも膜下出血の疑い。点呼では異常なし

ケース２ 大型トラックが、対向してきた２台の乗用車の側面と衝突、その後右側の路外へ転落、
転覆（11時20分）。運転者は硬膜下血腫で意識不明。

乗用車との衝突前、蛇行運転を繰り返し、道路左側の防雪柵に衝突、反動で対向車線に向かい、乗用車に衝突。
当日の始業点呼では、異常なし。週に２回、人工透析を受けており、当日も業務後に透析を受ける予定だった。

ケース３ 県道を乗合バスが運行中、運転者が料金箱にもたれかかるように意識消失、左側歩道の
ガードパイプに突っ込んで停車（10時50分）。

健康起因事故の実際（速報から）

事故現場の手前の交差点から悪寒と吐き気、運行を中断しようとウインカーを点滅させバスを路肩に寄せていたところで、
意識消失。病院で、コロナ陽性。始業点呼では異常なし。

ケース４ 市道においてタクシー運転者が路上駐車中に死亡（2時頃）。

事故前に給油。店員と普通に会話。その後、体の異常があり路上駐車、20分ほど様子見、自分で119番通報するも、
場所を伝えられずに、意識消失。病院搬送されるも死亡（3時30分、原因不明）。健康診断：高血圧、高脂血症、
降圧剤を服用。当日の始業点呼では異常なし 23

63%9%

28%

健康起因事故発生日
始業点呼の結果

正常判定、乗務可

体調不良の訴え＊
乗務可

不明

＊始業点呼での体調不良の訴え例
４例

頭痛→事故で死亡（死因調査中）
体調が悪いと申告→心臓発作（死亡）
偏頭痛、休憩時間中に体調不良を自覚

→冷や汗、吐き気（意識もうろう状態）
体調不良（前日体調不良、1年前心臓

の病気で入院）→心筋梗塞

始業点呼は正常だったが、休憩中に
体調不良→業務遂行→意識消失、心筋梗塞
病院で死亡、抗がん治療中

２７例

４例

１２例

24

健康起因事故と点呼

乗務の可否判断が難しいですね。
客観的な支援方法が望まれます。
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72%

7%

14%

7%

疾病の発症と事故のタイミング

ⅠパターンⅢパターン

Ⅱパターン

状況不明Ⅰパターン：31例

Ⅱパターン：3例

Ⅲパターン：6例

体調不良→意識消失→（制御不能）→事故発生

体調不良→車両停車→意識消失（事故回避）

車両停車中に体調急変（事故回避）

健康起因事故：疾病の発症と事故とのタイミング

25

ここの時間差に
注目！！

①サーカディアンリズムと運行管理
②睡眠と疲労管理
③運転と健康管理
④運転とエージングエフェクト
⑤健康起因事故と過労死（脳心）

１．始まりは青天の霹靂
事業用自動車事故調査委員会の誕生

２．事故調で取り組んだ多様な事故パターン

３．事業用自動車の重大事故の共通性と特異性

４．閑話休題
人と車と仕組みに注目
労働科学から見た運転の生理・心理

５．10年総括の取り組み

本日のメニュー

26
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労労働働科科学学のの目目

予予測測
予予兆兆
予予防防

27

事故調調査員（ITARDA 研究員、地方運輸局事故調査担当官）

車（技術）に強い
人（ドライバー）の生理・心理状況に弱い

３つの生体リズムに注目

24時間リズム
12時間リズム
90分リズム

サーカディアンリズム
（概日リズム）

【サーカディアンリズムと運行管理】

28
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日常活動

疲 労

過 労

疾 病

疲労
の進行・蓄積

回復不全

回復

休憩
睡眠
リフレッシュ

疲労・過労と睡眠の関係性を学ぶ

ここに深い
溝があります

疲労管理が
重要です疲弊

29

進行性 可逆性

【睡眠と疲労管理】

過労の成立要件

１．労働者が過労に追い込まれる状況にあること
●働き方（長時間労働、連続作業（休憩不足）、
深夜早朝作業）
●睡眠不足
●ストレスの介在

２．労働者が著しい（過度の）疲労状態にあること
●ヘトヘト、勤務前から眠い
●勤務中に眠気に襲われる、仕事の要求にうまく対応
できない
●仕事に集中できない、仕事をするのが嫌になる

状況と状態に注力します

30
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杜撰な運行管理
改善基準告示違反の常態化

休日は月間１日のみ
拘束時間
休息期間
連続運転時間

事故調で調べてみると

ドライバーは運行管理者
の言われるままに

運行管理者は荷主
の言われるままに

「計画」とか「管理」のない
事業経営でした

事故
起こって当然

過労運転による
居眠り事故

31

時間外労働上限規制（2024年
問題）の背景

安全確保の重要性

これだけ頑張った果てが、
死亡事故なのか

働き方の過重性・不規則性
評価方法を検討中

32

ポピュレーションアプローチと
ハイリスクアプローチ

【運転と健康管理】

ポポピピュュレレーーシショョンンアアププロローーチチ

事業用自動車の運転者集団全体の
健康状態の向上

 健康診断の良好な結果
（２次健診受診者が少ない）

 元気でやる気のある運転者を増やす

 良好な（規則正しい）生活習慣に向けた行動変容

仕事が楽しい、体調が良い、よく眠れる、
食事がうまい

ハイリスクアプローチ
ターゲット（三重奏・四重奏・特定の
疾病を持つ運転者など）を絞って、

優先的に対策を打つ

 SAS、脳・心臓疾患の予防と管理が必要です

 四重奏（肥満、高血圧、糖尿病、脂質異常）の
管理が最重要です

健康起因事故防止
のために

（日本看護協会）
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高年齢者の疲労

高年齢者の疲労の特徴は「回復の遅さ」に
あります。睡眠の質低下がきびしくなります。

・ 夜勤・交代勤務の疲労
・ 長時間の仕事による疲労
・ 激しい身体作業による疲労
・ 同じ姿勢をつづけることによる疲労

が顕著です
33

【運転とエージングエフェクト】

動脈硬化増悪

基礎疾患
（高血圧症、脂質異常症、高血糖症、肥満など）

生活習慣
（食事・運動など）

過重労働
（長時間労働など）

脳・心臓疾患
（脳梗塞・心筋梗塞など）

発症

死亡など
陸上貨物災害防止協会の

テキストより

基礎疾患
過重労働
生活習慣

四重奏

運転のストレス

健康状態と働き方が
過労死や健康起因事故に

直結しています

34

労働災害としての脳・心臓疾患発症のメカニズム

ハイリスク者

運転中の脳心発症で
かつ事故を惹起したものを
健康起因事故を呼ぶ

【健康起因事故と過労死（脳心）】
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１．始まりは青天の霹靂
事業用自動車事故調査委員会の誕生

２．事故調で取り組んだ多様な事故パターン

３．事業用自動車の重大事故の共通性と特異性

４．閑話休題
人と車と仕組みに注目
労働科学から見た運転の生理・心理

５．10年総括の取り組み

本日のメニュー

35事故調の成果と課題

36

事故調の役割
事故原因究明と対策実装支援

啓発マンガポスター
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報告書をどう活用するか（報告書活用戦略）
事業者、ドライバー
自動車メーカー、デジタコ、ドラレコ
メーカー、安全装置開発メーカー
道路、標識
マスコミ、SNSを利用した安全文化
広報、周知活動

報告書を安全政策に活かす
事故調と安政企画班との情報共有
事故調とASV推進検討会との連携

①事故を減らす、減らしたい、事故は減ったか

37

これまでは、客観的で、
質の高い報告書の作成に注力

対策へのアプローチは
これから

報告書の論理性確保
事実情報、分析、原因、再発防止策
議決案件の再分析：報告書に横串をさす

② 報告書の質向上

38

典型的な事故（疲労・健康起因による追突、
運転技量、速度超過）
特異的な事故
社会的影響の大きい事故に加え、減らしたい
事故の選定

③ 調査対象事故の選定
（ポリシーと戦略が必要）

10年総括
の取り組み
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初動がすべて！？
警察に物的証拠を押収される前に
ドラレコの確保

初期監査に同行（調査開始前に）：
事業者のつぶやきを集める、
点呼記録、運行計画書、
職場の4S（整理、整頓、清掃、清潔）

独自の情報収集
現場起点
乗客は見ていた
家族は知っている

④今後に期待すること

39

結び
事故調査は

現場
見立てと仮説と学び
協働・ネットワーク

自己成⾧を目指して、粘り強く
40

⑤そして、10年総括

フォローアップと検証に努めます

事故調査に関する
人材育成と
教材開発
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AI を用いた事業用自動車ドライバ向け 
居眠り予測システムの開発に向けた 

基礎的調査
環境研究部 上席研究員

田中 信壽
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令令和和８８年年度度講講演演会会

AIを用いた事業用自動車ドライバ向け
居眠り予測システムの開発に向けた

基礎的調査

田中 信壽
環境研究部

令令和和８８年年度度講講演演会会
1

講 演 内 容

１．研究の背景と目的
２．AIを用いた事業用自動車ドライバ向け居眠り予測

システム
３．眠気によるワーキングメモリの容量変化に関する

被験者実験
４．まとめ
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令令和和８８年年度度講講演演会会
2

国土交通省物流・自動車局では、
平成２６年６月、同省道路局及び警察庁とも協力し、各分野の専門家か
ら構成される「事業用自動車事故調査委員会」を設置し、事業用自動車
の重大事故について事故要因の調査分析を行っている。

１．研究の背景と目的（その１）

特別重要調査：社会的影響が大きく、事故調査委員会による特別な調査、
要因分析及び再発防止策の提言が必要なもの

重要調査 ：特別重要調査対象事故以外の事故であって、事故調査委
員会による要因分析及び再発防止策の提言が必要なもの

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/jikochousa/report1.html

令令和和８８年年度度講講演演会会3

１．研究の背景と目的（その２）

事業用自動車事故調査委員会5年総括（概要）より抜粋（令和2年8月28日）
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000422.html

事業用自動車事故調査委員会設置後5年間で、最も多く調査対
象とされた事故が、過労運転による居眠り事故であった（11件）。



― 97 ―

令令和和８８年年度度講講演演会会
4

＜事故事例（特別重要調査）＞
平成２９年８月に徳島県で発生。大型トラックが走行

中、路側帯に車両故障のため駐車していたマイクロバス
に衝突し、その衝撃でマイクロバスは道路左側のガード
レールを乗り越え、約６ｍ下の法面に転落した。この事
故により、マイクロバスの乗客１名と運転者の2名が亡く
なった。

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/jikochousa/pdf/1783101-outline.pdf
事事業業用用自自動動車車事事故故調調査査委委員員会会：：中型トラックの追突事故【概要版】

１．研究の背景と目的（その３）

意意識識のの欠欠落落かからら減減速速
ななししのの衝衝突突がが起起ここりり、、
重重大大化化ししややすすいい

原因：運転者の疲労蓄積による居眠り運転

令令和和８８年年度度講講演演会会5

１．研究の背景と目的（その４）

一般旅客自動車運送事業者には道路運送法第27条、また一般貨物自
動車運送事業者には貨物自動車運送事業法第15条により、運行の安全
を確保するための措置を講じる義務が課せられている。

この措置の一環として、点呼の実施が位置づけられている。点呼に
は、乗務前及び乗務後点呼、並びに乗務前後の実施が困難な場合等、
特定の条件下で実施される中間点呼の３種類が存在する。
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令令和和８８年年度度講講演演会会
6

運転者が乗務を開始す
る前に、安全な運行が可
能かをチェックする。

乗務前点呼
眠眠たたそそううだだなな

運運行行管管理理者者

ドドラライイババーー

りょ、了解し
ました。。。

乗乗務務前前点点呼呼のの厳厳ししいい
チチェェッッククををパパススししたたドドラライイババ
ででもも居居眠眠りり事事故故をを起起ここししてて
いいるる。。

１．研究の背景と目的（その５）

＜乗務前の対策＞

令令和和８８年年度度講講演演会会7

１．研究の背景と目的（その６）

＜乗務中の対策＞
＜＜居居眠眠りり＞＞
居居眠眠りり運運転転事事故故のの実実態態ににつついいててはは、、長長時時間間のの完完全全睡睡眠眠にに入入るるケケーーススよよりりもも、、1155秒秒以以下下のの
短短期期間間のの睡睡眠眠、、いいわわゆゆるるママイイククロロススリリーーププがが事事故故のの直直接接的的なな原原因因ととななるるケケーーススがが大大半半ででああ
るるここととがが、、複複数数のの実実証証研研究究にによよっってて明明ららかかににさされれてていいるる。。

＜＜ドドラライイババモモニニタタリリンンググシシスステテムム：：DMS＞＞
車内カメラでドライバの顔や姿勢を監視し、まばたきや視線、頭部
の動きなどから眠気の兆候を検知して注意喚起を行うことで、居眠り
運転を未然に防ぐ安全支援システム

Attention!

Driver Drowsiness and Attention Warning (DDAW) systems（DMSの一機能）
としてWP29で基準化の議論が進んでいる。
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人が人と対面で話す時、受け答えや様子から相相手手のの眠眠気気にに何何ととななくく気気づづくくことは多多々々ある。

これをAIを用いて点呼に取り込み、乗務前だけでなく適切なタイミングで行う「「動動的的」」なな点点呼呼として実
現できれば、居眠り（ママイイククロロススリリーーププ））の発生を予予測測できるのではないか？

【【乗乗務務前前点点呼呼のの欠欠点点】】
出庫時点の健康・覚醒状態は確認できるが、長時間乗務中の疲労蓄積や体調悪化、眠気の発生など、
その後の状態変化までは継続的に把握できない。

【【DMSのの欠欠点点】】
主に、まばたきや視線、姿勢などの兆候（＝眠気の表出）が現れてから検知する仕組みのため、居眠り
発生の直前まで検知が難しく、予測という意味では利用しにくい。

１．研究の背景と目的（その７）

具具体体的的ににはは、、AIをを用用いいてて「「事事業業用用自自動動車車ドドラライイババ向向けけ居居眠眠りり予予測測シシスステテムム」」のの開開発発をを目目指指すす。。
・・覚覚醒醒度度低低下下にによよるる発発話話能能力力及及びび特特徴徴のの変変化化をを検検出出しし、、居居眠眠りりのの発発生生をを予予測測

・・眠眠気気行行動動やや抗抗眠眠行行動動のの検検知知にによよるる現現状状のの覚覚醒醒度度評評価価補補助助及及びび実実施施をを促促すすタタイイミミンンググのの
決決定定補補助助

令令和和８８年年度度講講演演会会
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現在、開発中の覚醒度評価機能
・短期記憶テスト
（記憶して復唱できる文字数を評価）

・流暢度テスト
（音読した音声の特徴分析）

まず始めに、居眠り予測のベースとなる現状の覚醒度の
特定を発話能力変化から実現する手法の開発を目指す。

【テスト結果による覚醒度定量化の比較指標】
・主観評価（カロリンスカ／スタンフォード眠気尺度）
・Psychomotor vigilance test（アプリ同時開発）

（精神運動覚醒テスト：反応速度を評価）
・脳波（解析アプリ開発中）

２．AIを用いた事業用自動車ドライバ向け居眠り予測システム（その１）
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眠気行動や抗眠行動の検知から現状の覚醒度の評価補助、加え
て、これらの行動の初期行動の検知に注力し、動的に行う覚醒度評
価（「動的」な点呼）の実施を促すタイミングの決定補助などを行う
DMSの開発も検討。

２．AIを用いた事業用自動車ドライバ向け居眠り予測システム（その２）

10
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３．眠気によるワーキングメモリの容量変化に関する被験者実験（その１）

＜数字記憶テスト＞
被験者と試験官との間で互いに0～～9ままででのの任任意意のの数数字字をを言言
いい合合うう。但し、数字を言う前には、それまでにおお互互いいがが言言いい合合
っったた数数字字をを順順番番ににすすべべてて復復唱唱する。被験者が復唱を間違った
ところでテスト終了（試験官はメモを取りながら実施。被験者は連続して同じ
数字を言うことが禁じられている）。

この時に復唱できた文字数でワーキングメモリの容量を評価。

＜被験者＞
人数：4名（男性：２名、女性２名）、年齢：平均 37.25歳

運転ゲーム
（試験の間は
断眠）

数字記憶テスト

赤赤字字：：試試験験官官読読みみ上上げげ数数字字

黒黒字字：：被被験験者者読読みみ上上げげ数数字字

被験者 被験者

＜文献調査＞
本研究ではまず文献調査を行い、その中から「眠気によってワーキングメモリ（作業記憶）
の容量の低下が引き起こされ、会話中の情報を適切に処理する能力が減退する」という論
説に注目することとした。
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＜スケジュール＞
16:00 ① インフォームドコンセント（30分）開始
1166::3300② 数数字字記記憶憶テテスストト11回回目目（1時間）開始
17:30 ③ ゲーム（2時間）開始
1199::3300④ 数数字字記記憶憶テテスストト22回回目目（30分）開始
20:00 ⑤ 食食事事休休憩憩（（11時時間間））開開始始
21:00 ⑥ ゲーム（2時間）開始
2233::0000⑦ 数数字字記記憶憶テテスストト33回回目目（30分）開始
23:30 ⑧ ゲーム（2時間）開始
0011::3300⑨ 数数字字記記憶憶テテスストト44回回目目（30分）開始
02:00 ⑩ 食食事事休休憩憩（（3300分分））開開始始
02:30 ⑪ ゲーム（1時間）開始
0033::3300⑫ 数数字字記記憶憶テテスストト55回回目目（30分）開始
04:00 ⑬ ゲーム（1時間）開始
0055::0000⑭ 数数字字記記憶憶テテスストト66回回目目（30分）開始
05:30 ⑮ 仮仮眠眠（（11..55時時間間））開開始始
0077::0000⑯ 数数字字記記憶憶テテスストト77回回目目（30分）開始
07:30 ⑰ ラップアップ（30分）開始
08:00 ⑱ 被験者退場

※テストの時間帯は、終了
次第休憩

※ゲームの時間帯は、任意
のタイミングで１０分以
下の休憩をとることが可
能。（取得するかどうか
も任意）

＜テスト内容＞

赤字の時間帯に数字
記憶テストを実施。

1）各テストの時間帯で
は、まず始めにカロ
リンスカ眠気尺度を
用いた眠気の主観評
価を行う。

2）その後、数字記憶テ
ストを３回実施。

各テストの間の時間
は、トラックの運転ゲー
ムを行わせた。

本本実実験験はは、、当当研研究究所所のの
「「人人間間をを対対象象ととすするる実実験験にに
関関すするる倫倫理理規規定定」」にに基基づづいい
てて事事前前にに審審査査がが行行わわれれ、、
そそのの承承認認ののももととにに実実施施ししたた。。

３．眠気によるワーキングメモリの容量変化に関する被験者実験（その２）

令令和和８８年年度度講講演演会会
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カロリンスカ眠気尺度

１．非常にはっきり目覚めている
２．はっきり目覚めている
３．目覚めている
４．やや目覚めている
５．どちらでもない
６．眠気の兆候がある
７．眠いが、努力なく起きていられる
８．眠い、起きているための努力をしている
９．とても眠い、起きているために大変な努力をして眠気と戦っている

３．眠気によるワーキングメモリの容量変化に関する被験者実験（その３）
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図 眠気（カロリンスカ眠気尺度）の時間変化

表 復唱文字数の時間変化＜結果＞

・被験者No.1、2及び4は、時間経経過過ととととももにに眠眠気気がが高高ままりり、そそのの後後低低下下すするる傾傾向向を示した。一方、No.3は
仮眠後に眠眠気気がが最最もも高高ままっったた。
・被験者No.1、2及び4は、眠眠気気のの上上昇昇ととととももにに数数字字記記憶憶テテスストトのの復復唱唱文文字字数数がが減減少少したが、No.3では関関
連連性性ががみみらられれななかかっったた。ただし、被験者No.3は明明けけ方方3:30に復唱文字数が最も少なく、眠眠気気をを自自覚覚ししなな
いいまままま認知機能が低下していた可能性がある。

３．眠気によるワーキングメモリの容量変化に関する被験者実験（その４）
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①本報告では、現在開発を進めている「AIを用いた事業用自動車ドライバ向け居眠り
予測システム」について紹介し、本システムによって動的な点呼の実現を目指して
いることを説明した。

②次いで、この開発に先立って行った被験者実験の結果について示した。眠気を検出
する上で評価すべき会話中の発話能力としては、ワーキングメモリの容量変化が有
力である可能性が確認された。

・眠気の発生メカニズムや神経機序を考慮した覚醒度の検出能力が高い試験方法及
び評価指標の特定、並びにこれを実現するアプリケーションの開発

・AIを用いた眠気行動及び抗眠行動を検出するDMS機能の開発
・現状の覚醒度評価結果から居眠りの発生を予測する手法とこれを実現するアプリ
ケーションの開発

今後の課題

４．まとめ
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AI に関する国連 WP.29 での議論動向
環境研究部 研究員

尾崎 信利



― 104 ―



― 105 ―

令令和和８８年年度度講講演演会会

AIに関する国連WP.29での議論動向

研究員 尾崎信利
環境研究部

令令和和８８年年度度講講演演会会1

講 演 内 容

1 ．国連WP.29とIWG on AIについて
2 ．IWG on AIの主要な論点
3 ．IWG on AIの補助論点
4 ．まとめ
5 ．交通研の取組み
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国連WP.29について

⋮

国際連合
United Nations

欧州経済委員会
Economic Commission for Europe (ECE)

内陸運輸委員会
Inland Transport Committee(ITC)

GRE
対象: 灯火器

GRPE
対象: 排出ガス、エネルギー

GRVA
対象: 自動運転等

GRSG
対象: 一般安全

GRSP
対象: 衝突安全

GRBP
対象: 騒音、タイヤ

自動車基準調和世界フォーラム
World Forum for Harmonization 
of Vehicle Regulations (WP.29)

⋮

⋮
GR：常設作業部会

≈

令令和和８８年年度度講講演演会会3

Informal Working Group on AI (IWG on AI)について

GRE
対象: 灯火器

GRPE
対象: 排出ガス、エネルギー

GRVA
対象: 自動運転等

GRSG
対象: 一般安全

GRSP
対象: 衝突安全

GRBP
対象: 騒音、タイヤ

GR：常設作業部会
IWG：課題対応型の専門家グループ

WP.29または各GRの下に設置される

Informal Working Group on 
Artificial Intelligence

(IWG on AI)

⋮

欧州経済委員会
Economic Commission for Europe (ECE)

内陸運輸委員会
Inland Transport Committee(ITC)

自動車基準調和世界フォーラム
World Forum for Harmonization 
of Vehicle Regulations (WP.29)

⋮

⋮

≈

国際連合
United Nations
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Informal Working Group on AI (IWG on AI)について

4

※Terms of Reference：
何を目的とし、どの範囲を対象にどのような成果を目指すのかを示す文書

内 容会合名年 月

自動車分野におけるAIの重要性が今後一層高まっていく
との認識が共有されたWP.29第175回会合2018年6月

車両規制の文脈におけるAIの位置付けについて検討が行われたWP.29 Workshop on 
Artificial Intelligence

2024年6月

AIを専門に扱う IWG on AI の設置が決定されたWP.29第195回会合2025年3月

IWG on AIのTerms of Reference が採択されたWP.29第196回会合2025年6月

キックオフ会合IWG on AI第1回会合2025年8月

改訂後のTerms of Referenceが採択されたWP.29第198回会合2026年3月

設立の経緯

※

令令和和８８年年度度講講演演会会5

Terms of Reference
IWG on AIはWP.29の下で、自動車分野におけるAIの利用実態と規制上の論点を横断的に整理する枠組み

主な任務：
用語・定義の整理、関連する研究・規制等のレビュー、AI Use Casesの整理
メーカー・認証当局等が参照できる文書の作成

対象：
運転支援や自動運転を含む規制対象の車両安全システム
AIのリスク管理や適切なプロセスの考え方を共有することが中心

現時点では、AIに関する新たな規則を直ちに策定する段階にはない

Informal Working Group on AI (IWG on AI)について
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• 「AI」という言葉は意味が広く
また技術的実装の幅も大きい

• 一般的なAI全般を論じるのではなく
車両の安全に関係する機能に用いられるAIを中心に整理

作業内容
• 規制上の観点からAIの用語・定義を整理し、対象範囲を明確化する
• 用語を単に列挙するのではなく、その用語が安全確認、型式認証、説明責任などの

どの場面で重要になるかが分かるように整理する

背景 A I

論点1： AIに関する用語と定義の整理

令令和和８８年年度度講講演演会会7

用語例と分類

論点1： AIに関する用語と定義の整理

AI System / AI Lifecycle / AI Safety / AI Model / 
Training / Validation

Fundamental AI Concepts 
AI分野の基本的概念

Machine Learning / Deep Learning / Reinforcement Learning / 
Large Language Model / Supervised / Unsupervised

AI Methods & Models
主要な技術・モデル・学習方法

Explainability / Interpretability / Human Oversight / 
Controllability / Reliability / Model Drift

AI Characteristics
AIの能力・性質

Dataset / Annotation / Sampling / Pre-processing / 
Training Data / Out-of-Distribution

Data-Related Concepts
データ・入力に関する概念

例

例

例

例
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論点2： 関連文献のレビュー
作業内容

学術論文、既存の法規・規格、関係機関のレポートなど
AIを自動車安全分野で検討する際に参照し得る資料を収集・整理

目的

ISO 26262：故障起因の機能安全の基盤
ISO 21448：故障がなくても生じうるリスクを扱う安全概念（SOTIF）
UNECE R155：車両サイバーセキュリティとCSMSに関する型式認可法規
UNECE R156：ソフトウェア更新管理、モデル更新・バージョン管理との関係

⋮

AIに関する安全上の観点を一からすべて作るのではなく
既存枠組みだけでは扱いきれない AI特有の論点を追加的に整理する

既存の法規・規格など

AI特有の論点
説明可能性、制御可能性、データ品質、モデルドリフト、⋯＋

令令和和８８年年度度講講演演会会9

「AI」を一括りにして議論すると、規制上どの機能が論点になるのかが見えにくい
背景

作業内容
• 自動車分野におけるAIの利用事例を個別に検討し

具体的な利用場面ごとに論点を切り分ける
• どのようなケースが既存の規則の延⾧で扱えるのか／新たな観点が必要となるのかを確認する
• どの領域を優先的に検討すべきかをリスクベースで見極める

※現在のAI Use Casesは非網羅的かつ例示的なものであり、特定のAIの利用を義務付ける趣旨ではない

論点3： AI Use Cases

中国提出の資料 日本提出の資料AI Use Casesの文書
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認知

予測・計画・制御

(End to End)

非運転機能
例：居眠り・注意散漫の検知、子どもの車内放置検知

周辺分野
例：定期検査、サイバーセキュリティ関連

AIの使われ方 運転機能
検討の
優先度：高

優先度：低

整理の基本的な考え方

論点3： AI Use Cases

※型式認証制度との
整合に懸念あり

令令和和８８年年度度講講演演会会11

IWG on AI 第4回会合（2025年12月） 時点

IWG on AIが今後WP.29に提出する参照文書の構成検討に向け
自動車分野におけるAIの主要論点を体系的に整理するための設問群

• 自動車分野でAIはどこでどのように使われており、どのような便益があるのか?
• AIはどのようなリスクをもたらすのか?
• AIの利用とそのリスク低減について、現在形成されつつある実務や管理手法は何か?

概 要

• AIとは何か?
• 自動車分野でAIはどこでどのように使われているか?
• AIはどのような便益とリスクをもたらすか?
• AIの利用とそのリスク低減について、現在どのような実践や管理方法があるか?

IWG on AI 第7回会合（2026年3月）時点
改訂

補助論点： Guiding Questions
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補助論点： リスク整理と型式認証への接続

用途・安全目標
の定義

運用後監視・
更新管理

モデルの
設計・学習

データの
仕様・管理

検証・
妥当性確認

学習・テストデータが十分な代表性を有しているか
想定される運用条件を適切にカバーしているか

降雨量

発
生

率

実世界の分布
データセット

の分布

2. いつ、どのように学習・更新される AI か
規制上は、AI が型式認証の前後でどのように変化し得るかが重要である

(a)承認後は学習が
固定されるAI

(b)承認後に再学習し
Software Updateで
展開されるAI

(c) Online / Self-learning
により継続学習するAI

1. どの段階でリスク管理が必要か
最終的な出力結果だけを見るのではなく、リスクをAIのライフサイクルに沿って整理する

※型式認証制度との整合に懸念あり
(                                     )    

令令和和８８年年度度講講演演会会13

まとめ

1. WP.29では、自動車分野におけるAIの重要性を踏まえ、2025年にIWG on AIが設置された
IWG on AIは、特定のGRで完結する議論ではなく、複数分野にまたがる横断的な整理を担っている

2. 現段階の議論は、新規則を直ちに策定するものではなく、車両規制の枠組みの中でAIを
どう位置付けるかを整理し、将来のルール形成に向けた共通理解を作る段階にある

3. IWG on AIの中心課題は、用語・定義、既存文献レビュー、ユースケース整理である
これらは、AIとは何を指すのか、どの車両機能で使われているのか
既存の安全規格等がどこまで活用できるのかを整理するための基礎作業である

4. 主要論点を具体化する補助論点として、議論全体の構成を示すGuiding Questionsや
AIライフサイクルの視点を踏まえたリスク整理などが扱われている
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交通研の取組み
従来の車両安全性評価

従来の車両では
試験項目やクライテリアが明確に定義され
ルールベースで合否を判定することができた

これらの知見を踏まえ、安全性確認に
必要な評価観点やクライテリアを
継続的に検討

実際の路上環境を対象とした認知AIの
構築と評価試験を実施し、どのような
状況で誤りが生じるかを調査

AI（深層学習モデル）は
非線形な特性（挙動予測が困難）や
学習データへの依存性などにより
性質が従来のソフトウェアとは
大きく異なる

認知誤りが安全上
どのようなリスクにつながるかを評価

AI

交通研の取組み

認知
予測・計画・制御運転機能

IWG on AIにおける「AI Use Cases」の分類

AIの使われ方

後段の処理に
結果が影響

⋮ ⋮
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ご清聴ありがとうございました
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受託・施設利用等について

■受託・共同研究について

皆様のご要望に応じて、当所の研究業務に関連した受託研究、試験及び共同研究を行っています。

詳細については、企画部技術コーディネーター（kikaku@ntsel.go.jp）へお問い合わせください。

●実績（受託元）

関係省庁（国土交通省、環境省 等）、関係団体、民間企業 等

年間 50 件以上

■施設利用について

ご希望の方には施設を有償でお貸ししています。希望される方は総務課（交通安全環境研究所）

（soumu@ntsel.go.jp）までご連絡ください。なお、貸与は、研究所の業務に支障のない範囲で一定の

基準の下となりますので、予めご了承ください。
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